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説明 ソフトウェアの著作権の登録を申請する際に、登録申請書、ソフトウ

ェアの鑑別資料、代理機構への授権委任状及び企業(権利者)の全部事項

証明書の写しなどの資料を持って登録機関に申請します。ソフトウェアの鑑別資料につ

いて、通用提出・保存及び例外提出・保存の選択肢があります。企業は、鑑別資料に機

密情報を記入したい場合には、例外提出・保存の方法で機密部分は黒色太斜線で覆うこ

とができます。通常、申請日から30作業日内に登録証書を取得することができます。 
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第３章 営業秘密の保護

第１節 営業秘密の概要

1． 営業秘密の概念 
営業秘密とは、公知になっておらず、権利者に経済的利益をもたらすことが

でき、実用性を備え、かつ、権利者が秘密保持の措置を講じている技術情報及

び経営情報を言います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2． 営業秘密構成要件 

 
 
 
 
 
 
営業秘密の構成要件については、「不正競争民事紛争案件審理の法律適用の若干問題

に関する解釈」において、より明確に規定されています。 

 
 

 
非公知性の認定基準 

① 適用対象、 
取得の難易度 

関係情報はその分野の関係者に広く知られず、容易に取得で

きない 

営業秘密の構成要件 
 

非公知性 
 

価値性・実用性 
 

秘密保持措置 
 

非公知性（秘密性） 

営業秘密の種類 
 

技術情報 
 

生産プロセス

ノウハウ

設計図面

等

経営情報 
 

管理方法

営業戦略

顧客名簿

仕入先

等 
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非公知性に該当しない場合 

① 当該情報はその属する技術分野の者又は経済分野の者において一般常識である

か、あるいは業務上の慣例である 
② 当該情報は製品のサイズ、構造、材料、部品の簡単な組合せ等の内容だけに係わ

り、市場において、関係公衆が製品の観察を通じて、直接に取得することができ

る 

③ 当該情報はすでに公開出版物又はそのほかのメディアに公開されている 
④ 当該情報はすでに公開の報告会、展示等で公開されている 

⑤ 当該情報は他のルートで取得できる 

⑥ 当該情報はある程度の代価を支払えば容易に取得できる 

 
 

 
 
価値性・実用性の認定基準 
① 経済価値の有無 関係情報は現実的又は潜在的経済価値がある 

② 競争力の有無 権利者に競争上の優位性を発揮させる 

司法解釈によれば、価値性の要件とは、経済利益を指し、営業秘密の取

得、使用、開示に関連する経済利益をいい、権利者が損害を受けること

により反映できます。その中には直接的な損害と間接的な損害、現実的

な損害と潜在的な損害が含まれる。権利者が損害を受けた営業秘密によ

りもたらされた経済利益を正確に反映できない場合には、この競争利益は権利侵害者の

収益により反映でき、それには直接的な収益と間接的な収益、現実的な収益と潜在的な

収益とが含まれます。 
なお、価値性の要件とは、競争優位すなわち競争における有利な地位をいうが、これ

は価値性のもう一つの記述方法です。競争優位とは理論的には先に取得し、被告は営業

秘密を不正に取得した後に、有形製品の生産に使用していなければ損害がないとみなさ

れます。このような状況下において、競争優位の概念は極めて重要な概念となります。

実際に実務において、次のような事例が認められています。例えば、被告は営業秘密の

内容を取得するだけで、その開発・研究又は生産を何年も早く進ませることができたと

認定された場合、原告が喪失した競争優位によって喪失した先行時間により損害賠償額

を算定することができます。 

価値性・実用性 

説明 

86

第３章 営業秘密の保護



非公知性に該当しない場合 

① 当該情報はその属する技術分野の者又は経済分野の者において一般常識である

か、あるいは業務上の慣例である 
② 当該情報は製品のサイズ、構造、材料、部品の簡単な組合せ等の内容だけに係わ

り、市場において、関係公衆が製品の観察を通じて、直接に取得することができ

る 

③ 当該情報はすでに公開出版物又はそのほかのメディアに公開されている 
④ 当該情報はすでに公開の報告会、展示等で公開されている 

⑤ 当該情報は他のルートで取得できる 

⑥ 当該情報はある程度の代価を支払えば容易に取得できる 
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実際に実務において、次のような事例が認められています。例えば、被告は営業秘密の

内容を取得するだけで、その開発・研究又は生産を何年も早く進ませることができたと

認定された場合、原告が喪失した競争優位によって喪失した先行時間により損害賠償額

を算定することができます。 

価値性・実用性 

説明 

 
 

秘密保持措置の認定基準 

① 目的性 権利者が情報漏洩を防止するために講じた保護措置 

② 措置の適当性 その商業価値等の具体的情況に見合った合理的な保護措置 

 
当該司法解釈において、具体的な判断基準も規定しています。つまり、

「裁判所は、関連する情報の保管媒体の特性をもとにして、権利者の秘

密保護の意思、秘密保護措置の識別可能な程度、他人が正当な方法で取

得することの難易度などの要素により、権利者が秘密保護措置を講じたか否かを認定す

べきである」とし、そのほか、秘密保持措置を講じたと見なされる例についても挙げて

います。 

 
秘密保持措置を講じたと見なされる 

① 関連秘密情報の知られる範囲を限定し、必要がある従業員に対してのみ公開して

いる 

② 関連秘密情報の保管媒体に鍵をかけるなどの防備措置を施している 

③ 関連秘密情報の保管媒体上に秘密表示をしている 
④ 関連秘密情報にパスワード又はコードを設けるなどの措置を施している 

⑤ 関連秘密情報にアクセスできる者と秘密保持契約を締結する 

⑥ 関連秘密情報にかかわる機器、工場、作業場等の場所への訪問者を制限するまた

は訪問者に対し秘密保持を要求する 

⑦ 情報の秘密性を守るためのそのほかの合理的措置を確保する 

 
3． 営業秘密保護と競業禁止との関係 
（1） 競業禁止の概念 

競業禁止とは会社が自社の営業秘密を保護する目的で従業員に対してとる法律

措置を言います。法律の規定又は双方の約束に基づき、労働関係が存続中、従

業員等が競合会社で兼職することを制限・禁止し、又は労働関係が終了した後

の一定期間内に、従業員等が自社と競合関係がある業務に従事することを制

限・禁止することを指します。 

 

秘密保持措置 

説明 
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約定の場合の注意点 

適用対象 
競業制限を行う人員は雇用者の高級管理職員、高級技術職員、

秘密保持義務を負う人員に限る。 

退職後の競業制限期間 2 年を超えてはならない 

対価 
競業制限期間内に月給で経済補償金を支払わなければならな

い 

 
（2）競業禁止制度は営業秘密保護に対する意義 

競業禁止制度の本質は、企業の営業秘密権を保護する目的で、法律面で

従業員の労働権及び職業選択自由権について合理的に制限することで

す。企業は営業秘密を保護するために、従業員と秘密保持契約を締結す

ることで、労働関係存続中、又は退職後の一定期間に、企業の営業秘密

を保護する義務を従業員に架すことにより明確に約定することができます。 
司法判例によれば、従業員の退職行為は、企業の営業秘密が漏洩する主要な原因とな 

労働契約法 条、 条 

説明 

競業禁止の種類 
 

適用対象 
取締役 

高級管理者 
パートナー 
関連法律 

「公司法」 
「合伙（組合）企業法」 
「個人独資企業法」 

「刑法」 
 

適用対象 
高級管理者

高級技術者

秘密保持義務を負う者

関連法律 
「労働合同（契約）法」 

法

律

規

定 

約

定 
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労働契約法 条、 条 

説明 

競業禁止の種類 
 

適用対象 
取締役 

高級管理者 
パートナー 
関連法律 

「公司法」 
「合伙（組合）企業法」 

「個人独資企業法」 
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適用対象 
高級管理者

高級技術者

秘密保持義務を負う者

関連法律 
「労働合同（契約）法」 

法

律

規

定 

約

定 

っています。調査によれば、在中多国籍企業は、中国の人的資源の欠乏こそ自社の経営

に影響を与える一番の要素であると認めており、当該問題を解決するために、一般的に、

同業種のライバルから「人材を奪う」やり方をとっています。一般的に職務が高ければ

高いほど流動率も高いので、人材の流動による営業秘密の流失も非常に大きいといえま

す。 
秘密保持契約は従業員の退職後の自身での開業又は就職に干渉できないので、競業禁

止の効力がありません。 
秘密保持契約に比べて、競業禁止はその優位性を有します。競業禁止契約を締結した

場合、企業は退職した従業員が関連営業秘密を漏洩・使用したかに係わらず、当該従業

人が退職後、競業禁止の約束期間内に元の企業と同種の製品及び業務を生産又は元の企

業と競合関係がある企業に就職し、元の企業に損害をもたらした場合、当該従業員の行

為は違約行為となり、賠償責任を負わなければなりません。 
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第２節 営業秘密の漏洩防止

1． 営業秘密保護の現状 
中国の各法律は、何れも営業秘密保護に関する規定を定めていますが、それぞれ立法

の重点が違います。 
「不正競争防止法」において、営業秘密の定義をすると同時に、主に営業秘密を侵害

する行為を列挙しています。「営業秘密侵害行為の禁止に関する若干規定」において、

営業秘密の定義をすると同時に、営業秘密の構成要素を詳細に規定しています。最高裁

判所の「不正競争民事紛争案件審理の法律適用の若干問題に関する解釈」においては、

営業秘密の定義と同時に、裁判所により営業秘密侵害行為に対する認定方法について解

釈しています。上記の三つの規定について、何れも民事法の視点により、営業秘密侵害

行為、営業秘密の構成要素及び営業秘密に対する認定方法に基づき、侵害行為が認めら

れた場合には、行政的、司法的な手段で営業秘密の権利を保護することができると規定

しています。 
また、「労働契約法」においては、企業と労働者との関係という視点から、企業は労

働者と秘密保持契約を締結し、企業が取り得る秘密保持方法を規定しています。 
なお、刑法にいう営業秘密について、営業秘密侵害行為が発生し、認められ、且つ営

業秘密の権利者に重大な損失をもたらした場合には、犯罪を構成すると判断されます。

即ち、犯罪行為として、刑事手段で営業秘密を保護することができます。 

ただし、企業が営業秘密の漏洩を根絶させることは非常に難しく、一旦、営業秘密が

侵害された場合、侵害者の責任を追及することにより、損害を取り戻すことは相当難し

いことです。目下、企業が侵害者の責任を追及する方式と手段としては、工商行政機関

へのクレーム申立、警察への告発、民事訴訟の提起などが挙げられます。しかし、何れ

の手段も、権利者としてはそう簡単なことではありません。 

現状の中国国内における営業秘密関係事案は、起訴数量も少なく、審理が難しいので、

原告の勝訴率は決して高くありません。しかも、企業は常に営業秘密が侵害される状況

にあり、訴訟で解決を求める企業は極めて少ないのが実情です。 
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1． 営業秘密の漏洩ルート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2． 漏洩防止手段 
営業秘密の保護において、最も重要なことは事前の予防です。企業は、法的武器を充

分に利用することにより、特に労働契約法における関係規定に合せて、自社の合法的権

利を保護しなければなりません。 

 
秘密保持制度の設立 

社

内 

① 社内における秘密保持規程を作成・施行 
 秘密保持範囲、秘密保持期間、秘密保持義務、違約責任を詳細に記載 
 営業秘密の範囲と営業秘密と接触可能又は知得可能な職位を確定 
 秘密の漏洩に係る従業員の一部分の行為を規制 
②秘密保持義務の必要性がある従業員と具体的な秘密保持契約を締結 
 秘密保持義務（秘密保持範囲、期間等）を明確に規定 
 違約責任を明記 
 必要に応じて、秘密保持期限は契約の終了後に継続有効であることを約定 
③情報管理の専門部署と責任者を設置 

営

業

秘

密

漏 洩

 

不

法

行

為 

 情報記録媒体の窃取 
 ハッカーによる窃取 
 従業員の故意的漏洩 

 ライセンス 
 委託契約 
 共同開発契約 
 る者 

他

社

と

の 

 従業員 
 退職者 
 技術指導者 

人 
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2.

3.



③情報管理の専門部署と責任者を設置 

社

外 

委託加工、ライセンス過程における秘密保持管理を重視し、特に重要図面、レシ

ピなどに及ぶ場合は、必ず加工企業、ライセンシーと秘密保持契約を締結し、具

体的な秘密保持内容と違約責任を確定し、かつ図面などの書類の点検・引渡作業

を適切に行うべきである。 

競業禁止制度の設立 

 必要に応じ、重要なポジッションに勤務する従業員と締結する労働契約又は秘密

保持契約において、企業の営業秘密を知得している従業員は就業期間又は離職後

の一定の期間、同類製品の生産、または同類業務を経営する競争関係にあるその

他の企業・団体にて就職してはならず、自ら元の企業と競争関係を有する同類製

品の生産や、同類業務の経営をしてはならないことなどを約定することができ

る。 
競業禁止期限内において、従業員に経済補償を与えるべきであり、禁止期間は 2
年を超えてはならない。 

情報開示範囲の制限 

 ① 従業員が知得した情報はその必須の範囲内で規制できる限り、従業員がその

他の業務情報に接する機会を制限する 
② 営業秘密に関する資料と媒体の秘密保持管理を徹底 
 無断で放置しない 
 廃棄すべきものは徹底的に実行し、他人が不法使用することを避ける 
 関連秘密書類には「保密」、「絶密」、「機密」等を明記 
③ 会社内の隔離措置を貫徹 

たとえば、秘密保持庫を設置し、監視カメラ装置を設置し、従業員又は顧客

が核心サンプル又は生産設備に接触することを規制する。 
④ 会社内部システム又は内部ネットワークに営業秘密に関するデータがある場

合、アクセス権を設置して、閲覧権限がない者はアクセスできないようにす

る 
⑤ 従業員が離職する前に 2～3 月の秘密解除期間を設置 

当該措置を通じて従業員が秘密職分からその他の職分に移動させ、徐々に本

人が以前に知得していた営業秘密を忘れるようにさせると同時に、有効的に

離職後の秘密漏洩率を減少させる。 
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③情報管理の専門部署と責任者を設置 

社

外 

委託加工、ライセンス過程における秘密保持管理を重視し、特に重要図面、レシ

ピなどに及ぶ場合は、必ず加工企業、ライセンシーと秘密保持契約を締結し、具

体的な秘密保持内容と違約責任を確定し、かつ図面などの書類の点検・引渡作業

を適切に行うべきである。 

競業禁止制度の設立 

 必要に応じ、重要なポジッションに勤務する従業員と締結する労働契約又は秘密

保持契約において、企業の営業秘密を知得している従業員は就業期間又は離職後

の一定の期間、同類製品の生産、または同類業務を経営する競争関係にあるその

他の企業・団体にて就職してはならず、自ら元の企業と競争関係を有する同類製

品の生産や、同類業務の経営をしてはならないことなどを約定することができ

る。 
競業禁止期限内において、従業員に経済補償を与えるべきであり、禁止期間は 2
年を超えてはならない。 

情報開示範囲の制限 

 ① 従業員が知得した情報はその必須の範囲内で規制できる限り、従業員がその

他の業務情報に接する機会を制限する 
② 営業秘密に関する資料と媒体の秘密保持管理を徹底 
 無断で放置しない 
 廃棄すべきものは徹底的に実行し、他人が不法使用することを避ける 
 関連秘密書類には「保密」、「絶密」、「機密」等を明記 
③ 会社内の隔離措置を貫徹 

たとえば、秘密保持庫を設置し、監視カメラ装置を設置し、従業員又は顧客

が核心サンプル又は生産設備に接触することを規制する。 
④ 会社内部システム又は内部ネットワークに営業秘密に関するデータがある場

合、アクセス権を設置して、閲覧権限がない者はアクセスできないようにす

る 
⑤ 従業員が離職する前に 2～3 月の秘密解除期間を設置 

当該措置を通じて従業員が秘密職分からその他の職分に移動させ、徐々に本

人が以前に知得していた営業秘密を忘れるようにさせると同時に、有効的に

離職後の秘密漏洩率を減少させる。 

 

従業員の教育・トレーニングの強化 

  通常の企業管理で法律顧問を任用して、契約、制度などについて規範化する

ことによりリスクを避ける。 
 トレーニングを通じて、従業員に営業秘密の概念を普及し、営業秘密を漏洩

する場合の法律責任を教える。 
※従業員の法的意識の欠如と職業道徳の脆弱さは、営業秘密侵害を生じさせる重

要な要素です。多くの企業で集団的離職又は集団的秘密漏洩などの状況が発生す

ることが多々あり、従業員の法的意識と職業道徳を向上させていくことは、長期

に亘り、企業経営管理者の認識と資源投入が必要です。企業が従業員の業務的技

能のトレーニングを重視し、逆に法律及び職業道徳に係る教育とトレーニングを

軽視する状況から、政府職能部門が組織する各種の法律・法規勉強会を充分に利

用し、又は当該業務を熟知した職能部門又は法律諮問機構の力を求めることによ

り、教育・トレーニングを強化し、従業員の素質全般を高めることができます。 

 
上述の措置は営業秘密の漏洩を有効的に防止するだけではなく、営業秘

密侵害事案又は訴訟中、秘密保持措置を取ったことを有力に証明できま

す。従いまして、秘密保持契約、秘密保持制度などに係る書面資料を適

切に保管すべきです。 
  

役割 
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第３節 営業秘密漏洩に対する救済

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1． 行政摘発 
現地の工商行政管理機関に営業秘密侵害又は不正競争を理由に行政摘発の申立を提

出することができます。摘発を申請する時、営業秘密を構成する証拠と侵害行為成立の

証拠を提供しなければなりません。権利侵害を構成するか否かは工商機関にて認定しま

す。申し立ての内容には、侵害行為の停止、関連情報の返却などの要求を含めることが

できますし、和解を申請することもできます。 
行政機関の処理結果は侵害を構成した行為に対する行政処罰であり、被侵害者の賠償

については、調停することができます。また、工商行政機関は営業秘密を侵害した者に

準

備

段

階 

救

済

措

置 

営業秘密漏洩事件を発見 

侵害証拠の収集 
 弁護士との相談 
 調査会社等による侵害

事実の把握 
 侵害証拠に対する証拠

保全、鑑定等 
 
 

 

行政摘発 
解決期間が短い 
損害賠償を調停 
  

 

民事訴訟 
解決時間が長い 
賠償を貰える 
立証責任が重い 

刑事訴追 
重大な損害をもたらした

場合に限る 
解決期間が短い 
損害賠償を請求できない 
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第３節 営業秘密漏洩に対する救済

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1． 行政摘発 
現地の工商行政管理機関に営業秘密侵害又は不正競争を理由に行政摘発の申立を提

出することができます。摘発を申請する時、営業秘密を構成する証拠と侵害行為成立の

証拠を提供しなければなりません。権利侵害を構成するか否かは工商機関にて認定しま

す。申し立ての内容には、侵害行為の停止、関連情報の返却などの要求を含めることが

できますし、和解を申請することもできます。 
行政機関の処理結果は侵害を構成した行為に対する行政処罰であり、被侵害者の賠償

については、調停することができます。また、工商行政機関は営業秘密を侵害した者に

準

備

段

階 

救

済

措

置 

営業秘密漏洩事件を発見 

侵害証拠の収集 
 弁護士との相談 
 調査会社等による侵害

事実の把握 
 侵害証拠に対する証拠

保全、鑑定等 
 
 

 

行政摘発 
解決期間が短い 
損害賠償を調停 
  

 

民事訴訟 
解決時間が長い 
賠償を貰える 
立証責任が重い 

刑事訴追 
重大な損害をもたらした

場合に限る 
解決期間が短い 
損害賠償を請求できない 

 

対し、下記の処理を行うことができます。 

 
 

① 営業秘密を侵害した者に対し、情状により 1 万元以上 20 万元以下の過料を処す

ることができる。 

② 権利侵害者に対し、その有する営業秘密の図面、ソフトウェアその他の関係資料

を権利者に返還することを命じ、監督することができる。 

③ 権利侵害者が権利者の営業秘密を使用して生産し、市場に流入させて営業秘密を

開示させた製品の廃棄を監督できるが、権利者が買取り、販売等その他の処理に

同意する場合は、この限りではない。 

④ 権利者が工商行政機関に対し、損害賠償の調停を申請した場合、工商行政管理期

間は調停を行うことができる。 
⑤ 権利侵害者が処罰決定の執行を拒否し、引き続き営業秘密侵害行為を実施した場

合、新たな違法行為とみなし、重ねて処罰される。 

 
2． 刑事 
刑事捜査機関の公安局（警察）に営業秘密侵害罪を理由に告発することができます。

刑事捜査機関は、現地の公安局の経済犯罪捜査部門です。侵害行為が「刑法」第 219
条に合致した際、刑事捜査機関に営業秘密侵害罪を理由に告発することができます。刑

事捜査機関が処理するのは侵害者の犯罪行為であるので、民事賠償などでは処理しませ

ん。 

 
 

 
 
 

次に掲げる営業秘密を侵害する行為の一つに該当し、営業秘密の権利者に対して重大

な損害をもたらす場合、3 年以下の懲役又は拘留に処し、罰金を併科し、又は単科する

とされています。特別重大な結果をもたらした場合、3 年以上 7 年以下の懲役に処し、

罰金を併科するとされています。 

行政処罰内容 

刑法上の規定 
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① 
窃取、利益誘導、脅迫その他の不正な手段により権利者の営業秘密を取得する行

為 

② 
前項の手段により取得した権利者の営業秘密を開示し、使用し、又は他人が使用

することを許可する行為 

③ 
約定に違反し、又は営業秘密の保持に関する権利者の要求に違反し、自己が知っ

ている営業秘密を開示し、使用し、又は他人がこれを使用することを許可する行

為 

④ 
前項に掲げる行為を明らかに知り、又は知るべきであるにも拘らず、他人の営業

秘密を取得し、使用し、又は開示した場合、営業秘密の侵害として処理する 

 
 

3． 民事 

  

訴訟前の準備 

提

訴 

管轄権のある裁判所

開

廷

審

理 

判決書

（和解しない場合）

営業秘密侵害の主張 
 
 
 

説明 

営業秘密侵害訴訟において、営業秘密となるかどう

か、および侵害行為があるかどうかは、通常、争点と

なります。また、原告は、営業秘密の内容、秘密保持

措置を行ったこと、および被告の侵害行為に対し、立

証責任を負います。
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① 
窃取、利益誘導、脅迫その他の不正な手段により権利者の営業秘密を取得する行

為 

② 
前項の手段により取得した権利者の営業秘密を開示し、使用し、又は他人が使用

することを許可する行為 

③ 
約定に違反し、又は営業秘密の保持に関する権利者の要求に違反し、自己が知っ

ている営業秘密を開示し、使用し、又は他人がこれを使用することを許可する行

為 

④ 
前項に掲げる行為を明らかに知り、又は知るべきであるにも拘らず、他人の営業

秘密を取得し、使用し、又は開示した場合、営業秘密の侵害として処理する 

 
 

3． 民事 

  

訴訟前の準備 

提

訴 

管轄権のある裁判所

開

廷

審

理 

判決書

（和解しない場合）

営業秘密侵害の主張 
 
 
 

説明 

営業秘密侵害訴訟において、営業秘密となるかどう

か、および侵害行為があるかどうかは、通常、争点と

なります。また、原告は、営業秘密の内容、秘密保持

措置を行ったこと、および被告の侵害行為に対し、立

証責任を負います。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

判

断

基

準 

非

公

知

性 

秘

密

保

持

性

各 

価

値

性

・

実

用

性 

訴訟中の争点 

営業秘密であるか 侵害行為を構成するか 

通
常
、
被
告
よ
り
公
開
ル
ー
ト
に
て

入
手
で
き
る
こ
と
を
反
証
す
る 

秘
密
保
持
契
約
、
社
内
秘
密
保
持
規

定
な
ど
で
証
明
で
き
る 

明
ら
か
な
の
で
、
通
常
、
い
ろ
い
ろ
工

夫
を
し
て
証
明
す
る
必
要
が
な
い 

① 接触 
② 類似 
③ 合法的な入手ルートがない 
通常、①、②、③の条件を満たす場合、侵

害と認定される 
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第４節 先使用権保護による対応

 
1.先使用権制度の概要 

定義 専利出願日の前に、先使用者が既に同一製品を製造し又は同一方法を使

用し、或は既に製造、使用のための必要な準備を整えた場合、元の範囲

内で引続き同一製品を製造、又は同一方法を使用できる権利を有するこ

とを指します。 

立法主旨 中国は、世界中の多くの国と同じに先願主義を採用しております。先願

主義における一つの原則は、出願日前の発明創造であっても、遅れて出

願した者に対しては法律保護を与えず、最初に出願した者のみ保護する

ことです。しかしながら、最初の出願人は、最初に発明を創造した者と

言えず、最初に発明を実施した者とも言えません。当該状況で、専利が

権利化された後、専利権者が専利権侵害を理由に、先使用者の実施行為

を禁止することは、既存の正常な経済秩序を破壊し、公平に反する結果

になります。したがって、公平の原則を考慮し、公衆利益と専利権者の

利益のバランスを取るために、先願主義の例外として、先使用権制度が

規定されました。 

性質 先使用権は、専利権侵害の主張に対する抗弁権です。 
2. 先使用権の構成要件 

時間要件 専利法 69 条：専利出願日以前にすでに同一製品を製造し、同一方法を

使用し、又はすでに製造、使用のために必要な準備をしており、かつ従

来の範囲内でのみ製造、使用を継続する場合。 

専利法実施細則第 11 条：専利法で言う出願日とは優先権を有するもの

については優先日を指す。 

先使用権の成立は、関連する専利権の出願日を基準とします。また、

その専利が優先権を有する場合、優先日を基準とします。つまり、先使

用者による同一製品の製造、同一方法の使用、又はすでに製造、使用の

ための必要な準備は、専利の出願日の前に完了していなければなりません。 

 

 

説明 
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第４節 先使用権保護による対応

 
1.先使用権制度の概要 

定義 専利出願日の前に、先使用者が既に同一製品を製造し又は同一方法を使

用し、或は既に製造、使用のための必要な準備を整えた場合、元の範囲

内で引続き同一製品を製造、又は同一方法を使用できる権利を有するこ

とを指します。 

立法主旨 中国は、世界中の多くの国と同じに先願主義を採用しております。先願

主義における一つの原則は、出願日前の発明創造であっても、遅れて出

願した者に対しては法律保護を与えず、最初に出願した者のみ保護する

ことです。しかしながら、最初の出願人は、最初に発明を創造した者と

言えず、最初に発明を実施した者とも言えません。当該状況で、専利が

権利化された後、専利権者が専利権侵害を理由に、先使用者の実施行為

を禁止することは、既存の正常な経済秩序を破壊し、公平に反する結果

になります。したがって、公平の原則を考慮し、公衆利益と専利権者の

利益のバランスを取るために、先願主義の例外として、先使用権制度が

規定されました。 

性質 先使用権は、専利権侵害の主張に対する抗弁権です。 
2. 先使用権の構成要件 

時間要件 専利法 69 条：専利出願日以前にすでに同一製品を製造し、同一方法を

使用し、又はすでに製造、使用のために必要な準備をしており、かつ従

来の範囲内でのみ製造、使用を継続する場合。 

専利法実施細則第 11 条：専利法で言う出願日とは優先権を有するもの

については優先日を指す。 

先使用権の成立は、関連する専利権の出願日を基準とします。また、

その専利が優先権を有する場合、優先日を基準とします。つまり、先使

用者による同一製品の製造、同一方法の使用、又はすでに製造、使用の

ための必要な準備は、専利の出願日の前に完了していなければなりません。 

 

 

説明 

行為の要件 専利法 69 条：専利出願日以前にすでに同一製品を製造し、同一方法を

使用し、又はすでに製造、使用のために必要な準備をしており、かつ

従来の範囲内でのみ製造、使用を継続する場合。 

最高裁判所による専利権侵害紛争事件の審理における法律適用の若干

問題に関する解釈第 15 条：次のような状況のいずれか一つがある場

合、裁判所は、専利法 69 条（2）号に定めた、既に製造と使用の必要

準備を整えていると認定しなければならない。 

（1）発明創造の実施に必要とされる主な技術的図面若しくは工程書類

が完成されている場合 

（2）発明創造の実施に必要とされる主な設備若しくは原材料の製造又

は購入が実施されている場合 
 
 

 

 

 

 

 

専利出願日前に、先使用権が生じる先使用行為の方式に関し、専利法

69 条の規定から見ると、当該行為には、同一製品の製造行為、又は同一

方法の使用行為が含まれ、同じ製品の輸入、販売の申出、販売、使用行

為は含まれません。 

従って、専利技術の製品の製造行為又はその方法の使用行為を行わずに、専利技術の

製品の輸入、販売の申出、販売、使用行為のみ行った場合、先使用権を享有できません。 

また、実施範囲においても、知的財産権は地域性が存在するため、中国における先使

用技術に係る製造、使用は認められるが、海外における先使用技術に係る製造、使用は

認められません。 

なお、専利出願日の後、先使用者が引続き当該技術を実施できる行為について、専利

法には、製造と使用のみ規定されておりますが、製造・使用のみ認め、製品の販売の申

出、販売、使用行為ができなければ、先使用者にとって、続けて製造・使用する意味が

説明 

専利出願日前に先使用権が生

じる先使用行為 

特許製品の製造 OK 

特許方法の使用 OK 

製品の輸入、使用、販売、販売の申

出 × 
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ありませんので、先使用権制度の立法趣旨から見る場合、製品の販売の申出、販売、使

用も専利権侵害にならないと考えられます。 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

「必要な準備」について、「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の

審理における法律適用の若干問題に関する解釈」第 15 条 2 項には、上

記図のとおり、二つの条件を満たせば、「必要な準備」が整えたと認定

できますが、実務上、裁判所が「必要準備」については慎重な態度を取

っています。 

また、医療設備、薬など、国家による強制的許諾が必要な分野において、「必要準備」

を整えたかの判断に必要な要素は、技術的準備作業であり、関連の行政批准手続の完了

は、「必要準備」の必要な要素ではありません。 
 

主観の要件 「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の審理における法律適用の

若干問題に関する解釈」第 15 条：権利侵害で訴えられた者が不法獲

得した技術若しくは設計をもって、先使用権を主張し抗弁する場合、

裁判所はこれを支持しない。 

通常、先使用技術の知得経路といえば、先使用者が独立で研究・開発

したものであるか、或いは、先使用者が他人から入手した情報が含まれ

ます。 

このような知得経路について、「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の審理におけ

る法律適用の若干問題に関する解釈」第 15 条第 1 項には、「善意」の要件を明確にし

ました。つまり、権利侵害で訴えられた者が不法獲得した技術若しくは設計をもって、

説明 

説明 

必要準備 

発明の実施に必要とされる主

な技術的若しくは工程書類が

完成されている 

発明創造の実施に必要とされ

る主な設備若しくは原材料の

製造又は購入が実施されてい

る 

OR 
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ありませんので、先使用権制度の立法趣旨から見る場合、製品の販売の申出、販売、使

用も専利権侵害にならないと考えられます。 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

「必要な準備」について、「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の

審理における法律適用の若干問題に関する解釈」第 15 条 2 項には、上

記図のとおり、二つの条件を満たせば、「必要な準備」が整えたと認定

できますが、実務上、裁判所が「必要準備」については慎重な態度を取

っています。 

また、医療設備、薬など、国家による強制的許諾が必要な分野において、「必要準備」

を整えたかの判断に必要な要素は、技術的準備作業であり、関連の行政批准手続の完了

は、「必要準備」の必要な要素ではありません。 
 

主観の要件 「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の審理における法律適用の

若干問題に関する解釈」第 15 条：権利侵害で訴えられた者が不法獲

得した技術若しくは設計をもって、先使用権を主張し抗弁する場合、

裁判所はこれを支持しない。 

通常、先使用技術の知得経路といえば、先使用者が独立で研究・開発

したものであるか、或いは、先使用者が他人から入手した情報が含まれ

ます。 

このような知得経路について、「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の審理におけ

る法律適用の若干問題に関する解釈」第 15 条第 1 項には、「善意」の要件を明確にし

ました。つまり、権利侵害で訴えられた者が不法獲得した技術若しくは設計をもって、

説明 

説明 

必要準備 

発明の実施に必要とされる主

な技術的若しくは工程書類が

完成されている 

発明創造の実施に必要とされ

る主な設備若しくは原材料の

製造又は購入が実施されてい

る 

OR 

先使用権を主張する場合、その主張は認められません。 

専利権者から合法的に先使用技術を入手した場合は、先使用権抗弁を主張で

きるか。 

専利権者から先使用技術を入手したルートが間接であるか、直接であるか

にかかわらず、「合法的」との条件が限定されておりますので、該条件は、

先使用者の行為が既に専利権者の明示或いは黙示の許諾を受けたと見なすことがで

きます。 
 

実施範囲 

の要件 

「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の審理における法律適用の

若干問題に関する解釈」第 15 条：専利出願日以降に、先使用権者が

既に実施している若しくは実施の必要準備を済ませている技術又は

設計を譲渡する、又は実施を許諾する場合において、当該実施行為が

元の範囲内での継続実施であるという権利侵害で訴えられた者の主

張を、裁判所は支持しない。但し、当該技術又は設計が従来の企業と

ともに譲渡若しくは継承される場合は除外される。 

「最高裁判所による専利権侵害紛争事件の審理における法律適用の

若干問題に関する解釈」第 15 条：専利法第 69 条第(2)号にいう「従

来の範囲」には、専利出願日以前にすでにある生産規模と、すでにあ

る生産設備を利用して又はすでにある生産設備に基づいて達成でき

る生産規模とが含まれている。 
 

法律によれば、先使用行為の実施範囲は、限定されており、実施範囲を超え

た行為は、専利権侵害になります。先使用行為の実施範囲は、下記の 2 点に

おいて限定されております。 

 実施主体の限定  

先使用技術が従来の企業とともに譲渡若しくは継承される場合を除き、先使用権者は

自分の先使用権を契約、ライセンスの方法で他人に譲渡してはいけません。これは、グ

ループ企業においても適用されます。例えば、通常、親会社と子会社は、業務上に実質

的な関連性を有しますが、独立した法人ですので、親会社が先使用権を有しても、子会

社はその先使用権を享有できません。 

説明 
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産量範囲の限定 

先使用権に基づく実施範囲は、従来の範囲で行わなければならず、「従来の範囲」に

は、専利出願日以前にすでにある生産規模と、すでにある生産設備を利用して又はすで

にある生産設備に基づいて達成できる生産規模とが含まれるとのことです。 

従って、先使用権者が自身の発展の需要のため、専利出願日前に実施した技術を産業

分野内で自ら継続的に実施し、専利出願日以後に設備増加、工場の増設、生産規模拡大

等をする場合は、「従来の範囲」とみなせず、「従来範囲」を超えた部分は、専利権侵害

となります。 

1 台の生産能力が 100 万トンである生産機械が 4 台あるが、専利出願日前

は、市場の需要が少なかったので 4 台で 350 万トンしか生産していなかった

が、専利出願の後、4 台で 400 万トンの生産を行った場合、従来の範囲は、

350 万トンか、或いは 400 万トンであるか。 

専利出願前に、生産設備を利用して達成できる生産規模は、100 万トン×4 台＝400

万トンであるので、専利出願の後に元の 350 万トンから 400 万トンまで増量しても、

「従来の範囲」に属し、元の生産量を超えた 50 トンは専利権侵害にならない。 

なお、専利出願の後に生産機械を新たに 1 台購入し、5 台で 500 万トンの生産を行

った場合、先使用が認められる範囲は、「従来の範囲」である 400 万トンまでである。

元の生産量を超えた 100 万トンの生産は侵害に該当するが、侵害行為が認められる場

合、従来の範囲（400 万トン）を越えた 100 万トンについて、侵害の差止め、損害賠

償金などの民事責任を負わなければならない。 
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産量範囲の限定 

先使用権に基づく実施範囲は、従来の範囲で行わなければならず、「従来の範囲」に

は、専利出願日以前にすでにある生産規模と、すでにある生産設備を利用して又はすで

にある生産設備に基づいて達成できる生産規模とが含まれるとのことです。 

従って、先使用権者が自身の発展の需要のため、専利出願日前に実施した技術を産業

分野内で自ら継続的に実施し、専利出願日以後に設備増加、工場の増設、生産規模拡大

等をする場合は、「従来の範囲」とみなせず、「従来範囲」を超えた部分は、専利権侵害

となります。 

1 台の生産能力が 100 万トンである生産機械が 4 台あるが、専利出願日前

は、市場の需要が少なかったので 4 台で 350 万トンしか生産していなかった

が、専利出願の後、4 台で 400 万トンの生産を行った場合、従来の範囲は、

350 万トンか、或いは 400 万トンであるか。 

専利出願前に、生産設備を利用して達成できる生産規模は、100 万トン×4 台＝400

万トンであるので、専利出願の後に元の 350 万トンから 400 万トンまで増量しても、

「従来の範囲」に属し、元の生産量を超えた 50 トンは専利権侵害にならない。 

なお、専利出願の後に生産機械を新たに 1 台購入し、5 台で 500 万トンの生産を行

った場合、先使用が認められる範囲は、「従来の範囲」である 400 万トンまでである。

元の生産量を超えた 100 万トンの生産は侵害に該当するが、侵害行為が認められる場

合、従来の範囲（400 万トン）を越えた 100 万トンについて、侵害の差止め、損害賠

償金などの民事責任を負わなければならない。 
 
  

3．先使用権保護による対応方法および留意点 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通常、新しい発明創造が完成された後、企業内部においては、「特許

出願」、「営業秘密としての保持」、「発明創造の開示」など、3 つの

ルートにより取り扱います。しかし、「発明創造の開示」は、特定の状

況のみにおける戦略として採用されますので、多くの企業は、特許出願するか、或いは

営業秘密としての保持するかに悩んでいます。実務からみれば、「専利出願」を選ぶ企

業が多いですが、「専利出願」の際にはその技術を開示しなければなりませんので、秘

密性が喪失されることにより経済的利益をもたらさない技術、及び未だ開示のタイミン

グにない技術について、企業は、「ノウハウ(営業秘密)」として対応を取っている場合

も多くあります。 

しかし、ノウハウ(営業秘密)として保持する場合、専利権侵害に訴えられるリスクが

ありますので、その対応策として、先使用権確保がよく利用されます。専利権侵害訴訟

において、先使用権抗弁を主張するケースが多いですが、裁判所に認められたケースの

確率は高くはありません。その原因としては、先使用権の成立に関する証拠の要求が厳

しく、被告としても、数年前の先使用に関する証拠を収集することは、難しい面がある

からです。従って、事前に先使用に関する証拠をタイムリー確保したほうがよいといえ

ます。 

説明 

新しい発明創造 
専利出願 

営業秘密として保護 
 

営業秘密保持 先使用権確保 

他社からの

権利行使を

防止 

他社からの

権利侵害を

防止 
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 先使用抗弁の可能な証拠 確保の留意点 

時間 

要件 

技術関連資料、契約、取引明細、領収書、

公証書などに記載された完成日付。 
関連技術書類で完成日付を明記す

る必要があるが、自社が作成した

書類である場合、その完成日付が

真実であるかどうか反論されるお

それが高い。従って、できれば、

第三者、公的機関からの書類を証

拠として提出し、公証制度、タイ

ムスタンプ制度を活用することが

好ましい。 

主観 

要件 

①開発企画書、開発進展報告、技術関連

資料、設計図面の案などに記載された完

成者の名前。 
②技術の合法譲渡に関する契約書、譲渡

対価支払いの領収書、譲渡された技術資

料原本、説明など 

関係技術の入手ルートを証明する

ばかりでなく、当該入手ルートが、

合法的であることも証明する必要

がある。 
 

行為 

要件 

①技術関連資料 
 先使用技術が実施される製品の製造に 
必要な製品設計図、製品施工図、鍵とな

る部品部材の加工図などの完全な生産技

術資料と技術的図面 
 技術鑑定報告書、技術成果報告書、技術 
実現可能性報告書、技術の実験に係る報

告書など 
 他に技術内容を証明できる設計図、技術 
内容への研究又は実験内容を表明できる

書類など。 
②事業関連資料 
 販売、ライセンスなどの取引契約書、下 
請契約書など 
 事業計画書、事業提案書、事業開始決 
定書など 

技術関連資料については、技術の

研究・開発から実施までの全部の

過程における資料、報告書、図面

などに係る証拠は、何れも先使用

権の証拠として使用できる。当該

技術書類を先使用権の証拠として

使用するためには、関連技術内容

或は図面によって、先使用技術で

あることが明らかに判断できなけ

ればならない。 
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 先使用抗弁の可能な証拠 確保の留意点 

時間 

要件 

技術関連資料、契約、取引明細、領収書、

公証書などに記載された完成日付。 
関連技術書類で完成日付を明記す

る必要があるが、自社が作成した

書類である場合、その完成日付が

真実であるかどうか反論されるお

それが高い。従って、できれば、

第三者、公的機関からの書類を証

拠として提出し、公証制度、タイ

ムスタンプ制度を活用することが

好ましい。 

主観 

要件 

①開発企画書、開発進展報告、技術関連

資料、設計図面の案などに記載された完

成者の名前。 
②技術の合法譲渡に関する契約書、譲渡

対価支払いの領収書、譲渡された技術資

料原本、説明など 

関係技術の入手ルートを証明する

ばかりでなく、当該入手ルートが、

合法的であることも証明する必要

がある。 
 

行為 

要件 

①技術関連資料 
 先使用技術が実施される製品の製造に 
必要な製品設計図、製品施工図、鍵とな

る部品部材の加工図などの完全な生産技

術資料と技術的図面 
 技術鑑定報告書、技術成果報告書、技術 
実現可能性報告書、技術の実験に係る報

告書など 
 他に技術内容を証明できる設計図、技術 
内容への研究又は実験内容を表明できる

書類など。 
②事業関連資料 
 販売、ライセンスなどの取引契約書、下 
請契約書など 
 事業計画書、事業提案書、事業開始決 
定書など 

技術関連資料については、技術の

研究・開発から実施までの全部の

過程における資料、報告書、図面

などに係る証拠は、何れも先使用

権の証拠として使用できる。当該

技術書類を先使用権の証拠として

使用するためには、関連技術内容

或は図面によって、先使用技術で

あることが明らかに判断できなけ

ればならない。 
 
 

 領収書、取引明細、財務書類など 
 カタログ、納品書など 
③設備関連資料 
 先使用行為実施に必須の工場の建物、作 
業場所を有する証拠など。 
 各種類の汎用設備、専用設備及び専用工 
具、ダイスなどの購入或は製造に係る証

拠。専用設備を必要としない場合には、

汎用設備が製品のサンプルを既に作り出

した証拠。 
製品を製造するために購入した必須の原

材料の購入又は製造に係る証拠。 

実施 

範囲 

 生産工場の規模、従業員の規模に係る証 

拠、例えば、工場の宣伝資料、従業員名

簿など。 

 先使用技術の製造に必要とされる設備 

の具有状況に係る証拠、例えば、設備リ

スト、設備の写真、設備の購入領収書、

設備購入記録など。 

 原材料の準備又は具有状況に係る証拠。 

例えば、原材料リスト、原材料の購入明

細、購入領収書など。 

 先使用技術に係る製品の製造、販売記 

録。例えば、製品の製造に関する下請契

約、販売契約、販売取引明細書など。 

 生産能力に関する説明。例えば、出願日 

前に保有した技術、設備、原材料、従業

員などの要素から、毎月、毎年達成でき

る生産能力などに係る説明。 

実施範囲の立証のための証拠は、

他の要件における証拠と重なる可

能性がある。従来範囲の標準につ

いて、現在は単なる量化標準では

なく、「専利出願日以前にすでにあ

る生産規模と、すでにある生産設

備を利用して又はすでにある生産

設備に基づいて達成できる生産規

模」であるため、専利出願日前に

達成できる生産規模を証明するの

がポイントになる。従って、具体

的な事件において、上記に列挙さ

れた証拠ばかりでなく、一連の証

拠と説明が、証拠チェーン(chain)

に形成されるのが望ましい。 
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公証とは、公証機関が自然人、法人による申請に応じて、法定手続

に基づき、民事法律行為、法的意義を有する事実と文書の真実性、合

法性について証明する活動を指します。 

中国で先使用権確保を行う際に、公証はよく利用されております。専利侵害事件にお

いて、被疑侵害者は先使用権抗弁を主張するケースは多いですが、多くの場合は、証拠

の真実性、証拠力に瑕疵があったので、裁判所に認められておりません。公証による先

使用権の証拠を確保できれば、関係証拠の真実性と証明能力を高めることができます。 

 
■公証による先使用権確保の手順 

①代理人との事前

打ち合わせ 

代理人と事前に打合せを行い、公証に必要な書類、技術内容、

設備情況を把握する。 

②公証に必要な技

術資料の用意 

上記の「先使用権確保に必要な証拠」をご参考ください。 

③公証機関の選定 通常、幾つかの公証機関を比べた後、地元の有名な公証機関を

選ぶ。 

④公証申請必要書

類の準備 

公証機関の要求にしたがって、申請書類を提出する必要がある。 

⑤公証機関に対す

る公証の申請及び

情況説明  

公証人と事前に打合せを行い、公証対象の情況、製造ラインの

概要などを説明する。必要に応じては、公証人と共に工場へ赴

き、技術者による説明を聞き、製造ラインなどを見学できる。 

⑥公証の実施 通常、製造ラインの撮影を行い、DVD を作成したうえ、製造実

施状況、製造規模等を示す資料等と一緒にダンボール等に入れ

た後、封印する。 

⑦公証書の発行 通常、公証を行ってから 1 週間以内に公証書が発行される。 
 

タイムスタンプによる先使用権確保とは、第三者機関が、電子データ

に対して正確なタイム情報を付与することにより、その時点での電子デ

ータの存在証明と非改ざん証明を確保することを指します。タイムスタ

ンプ技術は、インターネット上の電子署名技術に対する発展と応用で、当該技術は、通

説明 

説明 
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公証とは、公証機関が自然人、法人による申請に応じて、法定手続

に基づき、民事法律行為、法的意義を有する事実と文書の真実性、合

法性について証明する活動を指します。 

中国で先使用権確保を行う際に、公証はよく利用されております。専利侵害事件にお

いて、被疑侵害者は先使用権抗弁を主張するケースは多いですが、多くの場合は、証拠

の真実性、証拠力に瑕疵があったので、裁判所に認められておりません。公証による先

使用権の証拠を確保できれば、関係証拠の真実性と証明能力を高めることができます。 

 
■公証による先使用権確保の手順 

①代理人との事前

打ち合わせ 

代理人と事前に打合せを行い、公証に必要な書類、技術内容、

設備情況を把握する。 

②公証に必要な技

術資料の用意 

上記の「先使用権確保に必要な証拠」をご参考ください。 

③公証機関の選定 通常、幾つかの公証機関を比べた後、地元の有名な公証機関を

選ぶ。 

④公証申請必要書

類の準備 

公証機関の要求にしたがって、申請書類を提出する必要がある。 

⑤公証機関に対す

る公証の申請及び

情況説明  

公証人と事前に打合せを行い、公証対象の情況、製造ラインの

概要などを説明する。必要に応じては、公証人と共に工場へ赴

き、技術者による説明を聞き、製造ラインなどを見学できる。 

⑥公証の実施 通常、製造ラインの撮影を行い、DVD を作成したうえ、製造実

施状況、製造規模等を示す資料等と一緒にダンボール等に入れ

た後、封印する。 

⑦公証書の発行 通常、公証を行ってから 1 週間以内に公証書が発行される。 
 

タイムスタンプによる先使用権確保とは、第三者機関が、電子データ

に対して正確なタイム情報を付与することにより、その時点での電子デ

ータの存在証明と非改ざん証明を確保することを指します。タイムスタ

ンプ技術は、インターネット上の電子署名技術に対する発展と応用で、当該技術は、通

説明 

説明 

常の署名と同様に日時を原文の内容に加えてから署名することです。タイムスタンプに

よる先使用権確保は、権威性と公正性を有する第三者によって完成されますので、その

証拠力は確保できます。 

中国では、証拠の確定、企業の営業秘密保護、著作権保護などにおいて、タイムスタ

ンプの使用を開始しており、裁判実務においても、タイムスタンプを利用した電子証拠

が認められた実例が見られます。 
■タイムスタンプによる先使用権確保の留意点 

タイムスタンプに

よる確保ができる

書類に関して 

先使用権確保において、関連の技術書類ばかりでなく、工場の

製造ライン、工場設備も重要な証拠となる。タイムスタンプに

よる、技術資料などの電子書類の確定日付を証明できるが、工

場の実際の製造状況などを証明しにくい。つまり、タイムスタ

ンプのみで、先使用権の必要証拠を完全に確保できないと考え、

公証と合わせて使用したほうがよい。 
タイムスタンプ確

保を行った電子資

料の保管に関して 

タイムスタンプによる確保を行った先使用権に関する資料につ

いては、修正などを行ってはいけない。修正を行った場合は、

タイムスタンプの検証を受けることができない。したがって、

タイムスタンプ確保を行った資料について、修正を行う場合は、

適期に改めてタイムスタンプによる確保を行う必要がある。 

 

 

 
1998 年 5 月 17 日、中国では最初の電子認証サービス機構が設立されたが、中華人民

共和国電子署名法が施行された 2005 年 4 月 1 日以降、中国では、すでに複数の電子認証

機構が設立され、そのうちの一部機構は、タイムスタンプサービスを提供している。目下、

北京における聯合信任タイムスタンプサービスセンター（Time  Stamp  Authority）は、

タイムスタンプサービス提供分野において有名な機構である。 
中国科学院国家授時中心は、中国標準時間、時間源を発布する唯一の機構である。北京

聯合信任タイムスタンプ服務中心と国家授時中心は、共同して国家デジタルタイムスタン

プサービスのシステムを開発・構築しているが、当該タイムスタンプサービスは、2007
年 5 月から運行し始め、現在、すでに中国の数社の版権中心により普及・応用されてい

る。

中国のタイムスタンプサービス機構紹介 
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260 
 

 
  

禁止 著作権は、地域性を有していない。しかも、「著作権法」第 24 条に

よれば、著作物の使用権には、専有使用権と非専有使用権がある。 

上記法律規定によれば、中国において、専有使用権を有する主体は、

関連機関へ著作物の並行輸入を制止するよう求めることができる。そ

れに対して、専有使用権を有していない場合、著作物の並行輸入は許

可されるべきである。 

許可 

 

「著作権法」と「著作権実施条例」には、並行輸入に関する規定がな

い。また、「国際著作権条約実施規定」には、著作物に対して保護を

していない国からの複写品は、その輸入を禁止すると規定している。 

したがって、現有の法律によれば、著作物に対して保護をしていない

国からの複写品は輸入を禁止されているものの、著作物に対して保護

をしている国からの複写品の輸入は禁止されていなく、これらの国か

らの著作物の並行輸入は許可されている。 

261 
 

資料編 
資料 模倣対策費用目安（料金表）

費用は代理事務所や調査会社によってかなりの開きがありますが、平均的な例を参考

までに以下に掲載します。 

．権利取得の手続きに必要な費用

（1）専利（発明特許、実用新案、意匠）関係  

標 準 料 金 表                 

標準

番号
項目

官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ 発明特許

発明特許出願の提出（印刷料を含む）

出願の国内段階への移行料金（印刷料を含む）

分割出願の提出（公開料を含む）

明細書加算料

頁以降 頁毎に加算される金額 —

明細書 頁以降 頁毎に加算される金額 —

請求項加算料

請求項 項目以降 項毎に加算される金額

早期公開の請求 —

実体審査の請求

拒絶査定不服審判の請求

発明特許証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

251

　　　　



262 
 

微生物の寄託（ 年間、菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物生存レポートの請求料（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物サンプルの提供（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系
都度見積

りによる

検疫料
都度見積

りによる

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－６年目

７年目－９年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

出願の猶予期間の請求

252

資料編



262 
 

微生物の寄託（ 年間、菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物生存レポートの請求料（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物サンプルの提供（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系
都度見積

りによる

検疫料
都度見積

りによる

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－６年目

７年目－９年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

出願の猶予期間の請求

263 
 

単一性の回復

Ⅱ 実用新案

実用新案出願の提出

分割出願の提出

出願の国内段階への移行料金

明細書加算料

頁以降 頁毎に加算される金額 —

明細書 頁以降 頁毎に加算される金額 —

請求項加算料

請求項 項目以降 項毎に加算される金額

拒絶査定不服審判の請求

実用新案登録証の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－５年目

６年目－８年目

９年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

実用新案登録出願の猶予期間の請求

出願の単一性の回復

253

　　　　



264 
 

実用新案の調査

Ⅲ 意匠登録

意匠登録出願の提出

分割出願の提出

拒絶査定不服審判請求の提出

意匠証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目 ３年目

４年目 ５年目

６年目 ８年目

９年目 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

Ⅳ その他

出願時に提出されなかった書類の提出 —

公文書の受領と転送 —

代理機構の書誌事項の変更

発明者、出願人及び専利権者の書誌事項の変更

優先権主張

つの先出願を基礎に優先権を主張する場合

つ以上の先出願を基礎に優先権を主張する場
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264 
 

実用新案の調査

Ⅲ 意匠登録

意匠登録出願の提出

分割出願の提出

拒絶査定不服審判請求の提出

意匠証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目 ３年目

４年目 ５年目

６年目 ８年目

９年目 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

Ⅳ その他

出願時に提出されなかった書類の提出 —

公文書の受領と転送 —

代理機構の書誌事項の変更

発明者、出願人及び専利権者の書誌事項の変更

優先権主張

つの先出願を基礎に優先権を主張する場合

つ以上の先出願を基礎に優先権を主張する場

265 
 

合（先出願 件毎に）

新規性喪失の例外規定適用の請求 —

面接手数料 —

中国専利出願の認証謄本の提供

対応期間の延長（補正又は拒絶理由通知）

回目の延長（ ヶ月毎に）

） 回目の延長（ ヶ月毎に）

実施許諾契約の届出 —

専利権譲渡契約の登録

専利出願権譲渡契約の登録

翻訳料（原文 字につき）

英語から中国語へ —

日本語から中国語へ —

ドイツ語、ロシア語、フランス語から中国語へ —

中国語から英語へ —

中国語から日本語へ —

中国語からドイツ語、ロシア語、フランス語へ —

タイプ代

英語（ 頁につき） —

中国語（ 頁につき） —

コピー代（１枚につき） —
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266 
 

図面代（１枚につき）

下絵に基づき作成 —

図面の訂正 —

図面の準備 —

写真の作成（一枚につき） —

権利回復手数料

意見書・補正書の準備 —

審判答弁書の作成

出願の取り下げ —

 

商標関係

標 準 料 金 表

標準 
番号 

項目 
官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ．登録出願

出願

１区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない場合）

追加の区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない

場合）

１商品、役務毎に加算する金額（ 品目の商品 役

務を超える場合）

団体商標出願

証明商標出願

優先権の主張 —
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図面代（１枚につき）

下絵に基づき作成 —

図面の訂正 —

図面の準備 —

写真の作成（一枚につき） —

権利回復手数料

意見書・補正書の準備 —

審判答弁書の作成

出願の取り下げ —

 

商標関係

標 準 料 金 表

標準 
番号 

項目 
官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ．登録出願

出願

１区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない場合）

追加の区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない

場合）

１商品、役務毎に加算する金額（ 品目の商品 役

務を超える場合）

団体商標出願

証明商標出願

優先権の主張 —
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優先権書類提出期限の延長申請 —

補正通知の報告及び応答 —

商標登録証の送付 —

商標登録証の再発行申請

優先権証明書類の発行申請

商標登録証明の発行申請

商標出願の取下げ申請 —

商標登録の取消申請 —

外国語商標の中国語訳名の提案 —

Ⅱ．審判／異議

拒絶／拒絶不服審判請求

全部又は部分的拒絶通知書の報告 —

拒絶査定不服審判請求

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

異議申立／異議審判請求

異議申立

異議裁定の報告 —

異議裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —
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証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による異議申立 異議審判請求の答弁通知書

の報告
—

他人による異議申立 異議審判請求への答弁 —

無効審判請求

無効審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による無効審判請求の答弁通知書の報告 —

他人による無効審判請求への答弁 —

三年不使用取消審判請求

不使用取消審判請求

不使用取消裁定の報告 —

不使用取消裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による不使用取消審判で使用証拠提出通知

の報告
—
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証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による異議申立 異議審判請求の答弁通知書

の報告
—

他人による異議申立 異議審判請求への答弁 —

無効審判請求

無効審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による無効審判請求の答弁通知書の報告 —

他人による無効審判請求への答弁 —

三年不使用取消審判請求

不使用取消審判請求

不使用取消裁定の報告 —

不使用取消裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による不使用取消審判で使用証拠提出通知

の報告
—
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他人による不使用取消審判で使用証拠の準備及

び提出
—

他人による不使用取消裁定不服審判請求の答弁

通知書の報告

他人による不使用取消裁定不服審判請求の答弁 —

Ⅲ．更新

更新申請

更新申請の延長請求

Ⅳ．変更／更正

出願人 商標権者名義変更申請

出願人 商標権者住所変更申請

出願人 商標権者名義 住所同時変更申請

代理人変更申請

指定商品の削除申請

その他の出願 登録事項の変更申請

申請 登録事項の更正申請

Ⅴ．使用許諾契約の届出

商標使用許諾契約の届出

商標許諾契約届出の変更 事前終止 —

Ⅵ．譲渡

譲渡申請

Ⅶ．調査とウォッチング

英語 漢字 数字商標の調査（一商標一区分） —
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図形商標の調査（一商標一区分） —

詳細な調査報告書の作成（一商標一区分） —

商標のウォッチング（一区分 年） —

名義人調査 —

．訴訟に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政訴訟
証拠収集が含まれない

～

民事侵害訴訟
証拠収集が含まれない

損害賠償金額に基づ

く
～

再審

再審の申請段階 ――

～

（公聴有）

～

（公聴無）

再審段階 ―― ～

 
 
 
．訴訟以外の模倣品対策に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政摘発

（発明特許）

証拠収集が含まれない

（口頭審理有）
金額に基づく ～

証拠収集が含まれない

（口頭審理無）
金額に基づく ～

行政摘発

（発明特許以外）
証拠収集が含まれない ―― ～
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図形商標の調査（一商標一区分） —

詳細な調査報告書の作成（一商標一区分） —

商標のウォッチング（一区分 年） —

名義人調査 —

．訴訟に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政訴訟
証拠収集が含まれない

～

民事侵害訴訟
証拠収集が含まれない

損害賠償金額に基づ

く
～

再審

再審の申請段階 ――

～

（公聴有）

～

（公聴無）

再審段階 ―― ～

 
 
 
．訴訟以外の模倣品対策に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政摘発

（発明特許）

証拠収集が含まれない

（口頭審理有）
金額に基づく ～

証拠収集が含まれない

（口頭審理無）
金額に基づく ～

行政摘発

（発明特許以外）
証拠収集が含まれない ―― ～
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直接交渉 証拠収集が含まれない ―― ～

警告状
発送後の相手との交

渉、連絡が含まれない
――

 
 
．知財に関連手続きに必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

企業登録 企業登録手続きの代行 約
件（国内）

件（外資）

ソフトウェア

登記
ソフトウェア登記 件

著作物登記 著作物登記 ～ ～ 件

税関登録 税関登録 ～ 件

ドメイン登録

の英語ドメイン名
年

年

～ 件

国際ドメイン名 年

年

中国語の通用ドメイ

ン名 中国 公司 网络

年

年

国際中国語ドメイン名

中国語 中国語

年

年

通用ウェブサイト（インタ

ーネットキーワード）

年

年

無線ウェブサイト
年

年

ドメイン異議

申立

個

～ 個

～ 件
～ 個

～ 個

～ 個
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．そのほか

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

調査

現地調査 ―― ～ 社

工商登記ファイルの取寄

せ
約 ～ 社

工商登記資料の取寄せ 約 ～ 社

インターネットでの調査 ―― ～ 社

電話調査 ―― ～ 社

証拠収集と公

証

原本とコピー件が一致で

ある公証
～ 件 ～ 件

図書館から資料の取寄せ ～（ページ数に

基づく）
回

図書館から資料の調査・

取寄せ

～（ページ数に

基づく）

～

（普通）

～

（複雑、資料が膨大

である場合）

インターネット資料に関

する公証
件 ～ 件

公証付き購入 ～ 件

～

（店舗購入）

～

（工場購入）

～

（インターネット

購入）

ほかの現場公証 ～ 件 ～ 日
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．主要法律

中華人民共和国専利法

（ 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議で採択、 年 月

日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正

に関する決定」に基づき第 回改正、 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委

員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正、

年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国

専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正） 年 月 日施行

第一章 総則

第一条 専利権者の合法的な権利を保護すること、発明創造を奨励すること、発明創造

の応用を推進すること、革新能力を高めること、科学技術の進歩及び経済社会の発展を

促進することを目的とし、本法を制定する。

第二条 本法でいう発明創造とは発明、実用新案、意匠を指す。

発明とは、製品、方法又はその改善に対して行われる新たな技術方案を指す。

実用新案とは、製品の形状、構造又はその結合に対して行われ、実用に適した新たな技

術方案を指す。意匠とは、製品の形状、図案又はその結合及び色彩と形状、図案の結合

に対して行われ、優れた外観を備え、かつ工業への応用に適した新たな設計を指す。

第三条 国務院専利行政部門が全国の専利事務を管理し、専利出願を統一的に受理及び

審査し、法により専利権を付与する。

省・自治区・直轄市人民政府の専利事務管理部門が当該行政区域内における専利管理事

務を行う。

第四条 専利を出願する発明創造が国の安全又は重大な利益に関係し、秘密保持の必要

がある場合は、国の関連規定に基づき処理する。

第五条 法律と公序良俗に違反したり、公共利益を妨害したりする発明創造に対しては、

専利権を付与しない。

法律と行政法規の規定に違反して遺伝資源を獲得し、または利用し、当該遺伝資源に依

存して完成したりした発明創造に対しては、専利権を付与しない。

第六条 当該部門の職務を遂行して、又は主に当該部門の物質・技術条件を利用して完

成した発明創造は職務発明創造とする。職務発明創造の専利出願の権利は当該部門に帰
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．主要法律

中華人民共和国専利法

（ 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議で採択、 年 月

日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正

に関する決定」に基づき第 回改正、 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委

員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正、

年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国

専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正） 年 月 日施行

第一章 総則

第一条 専利権者の合法的な権利を保護すること、発明創造を奨励すること、発明創造

の応用を推進すること、革新能力を高めること、科学技術の進歩及び経済社会の発展を

促進することを目的とし、本法を制定する。

第二条 本法でいう発明創造とは発明、実用新案、意匠を指す。

発明とは、製品、方法又はその改善に対して行われる新たな技術方案を指す。

実用新案とは、製品の形状、構造又はその結合に対して行われ、実用に適した新たな技

術方案を指す。意匠とは、製品の形状、図案又はその結合及び色彩と形状、図案の結合

に対して行われ、優れた外観を備え、かつ工業への応用に適した新たな設計を指す。

第三条 国務院専利行政部門が全国の専利事務を管理し、専利出願を統一的に受理及び

審査し、法により専利権を付与する。

省・自治区・直轄市人民政府の専利事務管理部門が当該行政区域内における専利管理事

務を行う。

第四条 専利を出願する発明創造が国の安全又は重大な利益に関係し、秘密保持の必要

がある場合は、国の関連規定に基づき処理する。

第五条 法律と公序良俗に違反したり、公共利益を妨害したりする発明創造に対しては、

専利権を付与しない。

法律と行政法規の規定に違反して遺伝資源を獲得し、または利用し、当該遺伝資源に依

存して完成したりした発明創造に対しては、専利権を付与しない。

第六条 当該部門の職務を遂行して、又は主に当該部門の物質・技術条件を利用して完

成した発明創造は職務発明創造とする。職務発明創造の専利出願の権利は当該部門に帰
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属し、出願が認可された場合は当該部門を専利権者とする。

非職務発明創造については、専利出願の権利は発明者又は考案者に帰属し、出願が認可

された場合は当該発明者又は考案者を専利権者とする。

その部門の物質・技術条件を利用して完成した発明創造について、部門と発明者又は考

案者間に契約があり、専利出願の権利及び専利権の帰属に対して定めがある場合は、そ

の定めに従う。

第七条 発明者又は考案者の非職務発明創造の専利出願に対しては、いかなる部門又は

個人もこれを抑圧してはならない。

第八条 二つ以上の部門又は個人が協力して完成した発明創造、一つの部門又は個人が

その他の部門や個人の委託を受けて完成した発明創造については、別途約定がある場合

を除き、専利出願の権利は単独で完成した部門又は個人、あるいは共同で完成した部門

又は個人に帰属し、出願が認可された場合は出願した部門又は個人を専利権者とする。

第九条 同様の発明創造に対しては 件の専利権のみを付与する。但し、同一の出願者

が同日中に同様の発明創造について実用新案を出願し、同時に発明特許を出願した場合、

先に取得した実用新案権が終了する以前において、出願者が当該実用新案権の放棄を宣

言したものは発明特許権を付与することができる。

二人以上の出願者が同一の発明創造についてそれぞれが専利を出願した場合、専利権は

最も早く出願した者に付与する。

第十条 専利出願権及び専利権は譲渡することができる。

中国の部門又は個人が外国人、外国企業、あるいはその他外国組織に専利出願権又は専

利権を譲渡する場合、関連の法律と行政法規の規定に基づき、手続きを行う。

専利出願権又は専利権を譲渡する場合、当事者は書面の契約を締結し、かつ国務院専利

行政部門に登記する。国務院専利行政部門が公告を出す。専利出願権又は専利権の譲渡

は登記日から有効となる。

第十一条 発明及び実用新案の専利権が付与された後、本法に別途規定がある場合を除

き、いかなる部門又は個人も、専利権者の許諾を受けずにその専利を実施してはならな

い。即ち生産経営を目的として、その専利製品について製造、使用、販売の許諾、販売、

輸入を行ってはならず、その専利方法を使用することできず、当該専利方法により直接

獲得した製品について使用、販売の許諾、販売、輸入を行ってはならない。
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意匠権が付与された後、いかなる部門又は個人も、専利権者の許諾を受けずにその専利

を実施してはならない。即ち生産経営を目的として、その意匠製品を製造、販売の申し

出、販売、輸入してはならない。

第十二条 いかなる部門又は個人も、他人の専利を実施する場合は専利権者と実施許諾

契約を締結し、専利権者に専利使用料を支払わなければならない。被許諾者は、契約で

規定された以外のいかなる部門又は個人に対しても当該専利の実施を許諾する権利を持

たない。

第十三条 発明特許出願の公開後、出願者はその発明を実施する部門又は個人に適当な

額の費用を支払うよう要求することができる。

第十四条 国有企業事業者の発明特許が国の利益又は公共の利益に対して重大な意味

を持つ場合、国務院関係主管部門及び省・自治区・直轄市人民政府は国務院の認可を受

け、認可された範囲内で普及・応用させることを決定し、指定された部門に実施を許諾

することができる。実施部門は国の規定に基づいて専利権者に使用料を支払う。

第十五条 専利出願権又は専利権の共有者の間で権利の行使について約定がある場合

はその約定に従う。約定がない場合、共有者は単独で実施するか、あるいは一般許諾方

式によって他者に当該専利の実施を許諾することができる。他者に当該専利の実施を許

諾する場合、徴収する使用料は共有者同士で分配する。

前款が規定する状況を除き、共有する専利出願権又は専利権については共有者全体の同

意を得なければならない。

第十六条 専利権を付与された部門は、職務発明創造の発明者又は考案者に対し奨励を

与える。発明創造が許諾され、実施された後はその普及・応用の範囲及び獲得した経済

効果に応じて発明者又は考案者に合理的な報酬を与える。

第十七条 発明者又は考案者は専利文書において自分が発明者又は考案者であること

を明記する権利を有する。

専利権者はその専利製品又は当該製品の包装上に、専利表示を行う権利を有する。

第十八条 中国に常駐住所又は営業場所を持たない外国人、外国企業又はその他外国組

織が中国で専利を出願する場合、その所属国と中国が締結した協定、あるいは共に締結

した国際条約によるか、又は互恵の原則に従い、本法に基づいて処理する。

第十九条 中国に常駐住所又は営業場所を持たない外国人、外国企業又はその他外国組
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意匠権が付与された後、いかなる部門又は個人も、専利権者の許諾を受けずにその専利

を実施してはならない。即ち生産経営を目的として、その意匠製品を製造、販売の申し

出、販売、輸入してはならない。

第十二条 いかなる部門又は個人も、他人の専利を実施する場合は専利権者と実施許諾

契約を締結し、専利権者に専利使用料を支払わなければならない。被許諾者は、契約で

規定された以外のいかなる部門又は個人に対しても当該専利の実施を許諾する権利を持

たない。

第十三条 発明特許出願の公開後、出願者はその発明を実施する部門又は個人に適当な

額の費用を支払うよう要求することができる。

第十四条 国有企業事業者の発明特許が国の利益又は公共の利益に対して重大な意味

を持つ場合、国務院関係主管部門及び省・自治区・直轄市人民政府は国務院の認可を受

け、認可された範囲内で普及・応用させることを決定し、指定された部門に実施を許諾

することができる。実施部門は国の規定に基づいて専利権者に使用料を支払う。

第十五条 専利出願権又は専利権の共有者の間で権利の行使について約定がある場合

はその約定に従う。約定がない場合、共有者は単独で実施するか、あるいは一般許諾方

式によって他者に当該専利の実施を許諾することができる。他者に当該専利の実施を許

諾する場合、徴収する使用料は共有者同士で分配する。

前款が規定する状況を除き、共有する専利出願権又は専利権については共有者全体の同

意を得なければならない。

第十六条 専利権を付与された部門は、職務発明創造の発明者又は考案者に対し奨励を

与える。発明創造が許諾され、実施された後はその普及・応用の範囲及び獲得した経済

効果に応じて発明者又は考案者に合理的な報酬を与える。

第十七条 発明者又は考案者は専利文書において自分が発明者又は考案者であること

を明記する権利を有する。

専利権者はその専利製品又は当該製品の包装上に、専利表示を行う権利を有する。

第十八条 中国に常駐住所又は営業場所を持たない外国人、外国企業又はその他外国組

織が中国で専利を出願する場合、その所属国と中国が締結した協定、あるいは共に締結

した国際条約によるか、又は互恵の原則に従い、本法に基づいて処理する。

第十九条 中国に常駐住所又は営業場所を持たない外国人、外国企業又はその他外国組
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織が中国で専利を出願する場合、及びその他の専利事務を行う場合、法に基づき設立さ

れた専利代理機関に委託して処理しなければならない。

中国の部門又は個人が国内で専利を出願する場合、及びその他の専利事務を行う場合、

法に基づき設立された専利代理機関に委託し処理することができる。

専利代理機関は法律と行政法規を遵守し、被代理人の委託に基づいて専利出願又はその

他の専利事務を処理しなければならない。被代理人の発明創造の内容に対し、専利出願

が既に公開又は公告されている場合を除き、秘密を保持する義務を負う。専利代理機関

の具体的な管理方法は国務院が規定する。

第二十条 いかなる部門又は個人が国内で完成した発明又は実用新案について、外国で

専利を出願する場合、まず国務院専利行政部門に秘密保持審査を受けなければならない。

秘密保持の手順及び期限等は国務院の規定に準拠する。

中国の部門又は個人は、中華人民共和国が締結した関連の国際条約に基づいて専利の国

際出願を行うことができる。出願者が専利の国際出願を行う場合、前款の規定を遵守し

なければならない。

国務院専利行政部門は中華人民共和国が締結した関連の国際条約及び本法、国務院の関

連規定に基づいて専利の国際出願を処理する。

本条第一款の規定に違反して外国で専利を出願した発明又は実用新案について、中国で

専利を出願した場合は専利権を付与しない。

第二十一条 国務院専利行政部門及びその専利再審委員会は、客観性と公正性、正確性、

適時性の要求に従い、法に基づいて関連する専利の出願及び請求を処理しなければなら

ない。

国務院専利行政部門は完全かつ正確に、適時に専利情報を発表し、専利公報を定期的に

発行しなければならない。

専利出願が公開又は公告されるまで、国務院専利行政部門の職員及び関係者はその内容

に対して秘密保持の責任を負う。

第二章 専利権付与の条件

第二十二条 専利権を付与する発明及び実用新案は、新規性及び創造性、実用性を具備

していなければならない。

新規性とは、当該発明又は実用新案が既存の技術に属さないこと、いかなる部門又は個
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人も同様の発明又は実用新案について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願してお

らず、かつ出願日以降に公開された専利出願文書又は公告の専利文書において記載され

ていないことを指す。

創造性とは、既存の技術と比べて当該発明に突出した実質的特徴及び顕著な進歩があり、

当該実用新案に実質的特徴及び進歩があることを指す。

実用性とは、当該発明又は実用新案が製造又は使用に堪え、かつ積極的な効果を生むこ

とができることを指す。

本法でいう既存技術とは、出願日以前に国内外において公然知られた技術を指す。

第二十三条 専利権を付与する意匠は、既存の設計に属さないものとする。また、いか

なる部門又は個人も同様の意匠について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願して

おらず、かつ出願日以降に公開された専利文書において記載されていないこととする。

専利権を付与する意匠は、既存の設計又は既存の設計的特徴の組み合わせと比べて明ら

かな違いがあることとする。

専利権を付与する意匠は、他者が出願日以前に取得した合法的権利と抵触してはならな

い。

本法でいう既存設計とは、出願日以前に国内外において公然知られた設計を指す。

第二十四条 専利を出願する発明創造について、出願日前 カ月以内に以下の状況のい

ずれかがあった場合、その新規性を喪失しないものとする。

（一）中国政府が主催する又は認める国際展示会で初めて展示された場合。

（二）規定の学術会議、あるいは技術会議上で初めて発表された場合。

（三）他者が出願者の同意を得ずに、その内容を漏洩した場合。

第二十五条 以下に掲げる各号には専利権を付与しない。

（一）科学上の発見。

（二）知的活動の規則及び方法。

（三）疾病の診断及び治療方法。

（四）動物と植物の品種。

（五）原子核変換方法を用いて取得した物質。

（六）平面印刷物の図案、色彩又は両者の組み合わせによって作成され、主に表示を機

能とする設計。
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人も同様の発明又は実用新案について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願してお

らず、かつ出願日以降に公開された専利出願文書又は公告の専利文書において記載され

ていないことを指す。

創造性とは、既存の技術と比べて当該発明に突出した実質的特徴及び顕著な進歩があり、

当該実用新案に実質的特徴及び進歩があることを指す。

実用性とは、当該発明又は実用新案が製造又は使用に堪え、かつ積極的な効果を生むこ

とができることを指す。

本法でいう既存技術とは、出願日以前に国内外において公然知られた技術を指す。

第二十三条 専利権を付与する意匠は、既存の設計に属さないものとする。また、いか

なる部門又は個人も同様の意匠について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願して

おらず、かつ出願日以降に公開された専利文書において記載されていないこととする。

専利権を付与する意匠は、既存の設計又は既存の設計的特徴の組み合わせと比べて明ら

かな違いがあることとする。

専利権を付与する意匠は、他者が出願日以前に取得した合法的権利と抵触してはならな

い。

本法でいう既存設計とは、出願日以前に国内外において公然知られた設計を指す。

第二十四条 専利を出願する発明創造について、出願日前 カ月以内に以下の状況のい

ずれかがあった場合、その新規性を喪失しないものとする。

（一）中国政府が主催する又は認める国際展示会で初めて展示された場合。

（二）規定の学術会議、あるいは技術会議上で初めて発表された場合。

（三）他者が出願者の同意を得ずに、その内容を漏洩した場合。

第二十五条 以下に掲げる各号には専利権を付与しない。

（一）科学上の発見。

（二）知的活動の規則及び方法。

（三）疾病の診断及び治療方法。

（四）動物と植物の品種。

（五）原子核変換方法を用いて取得した物質。

（六）平面印刷物の図案、色彩又は両者の組み合わせによって作成され、主に表示を機

能とする設計。
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前款第（四）号で掲げた製品の生産方法に対しては、本法の規定に基づき専利権を付与

することができる。

第三章 専利の出願

第二十六条 発明又は実用新案の専利の出願には、願書、説明書及びその概要、権利要

求書等の文書を提出する。

願書には発明又は実用新案の名称、発明者の氏名、出願者の氏名又は名称、住所及びそ

の他の事項を明記する。

説明書では、発明又は実用新案に対し、その所属技術分野の技術者が実現できることを

基準とした明確かつ完全な説明を行い、必要時には図面を添付する。概要は発明又は実

用新案の技術要点を簡単に説明する。

権利要求書は説明書を根拠とし、専利保護請求の範囲について明確かつ簡潔に要求を説

明する。

遺伝資源に依存して完成した発明創造について、出願者は専利出願書類において当該遺

伝資源の直接的由来と原始的由来を説明する。原始的由来を説明できない場合、出願者

はその理由を陳述する。

第二十七条 意匠の出願には、専利出願書、当該意匠の図面又は写真、及び当該意匠の

簡単な説明等の書類を提出する。

出願者が提出する図面又は写真は、専利保護を要請する製品の意匠を鮮明に表示してい

なければならない。

第二十八条 国務院専利行政部門が、専利出願書類を受領した日を出願日とする。出願

書類が郵送された場合は、郵送の消印日を出願日とする。

第二十九条 出願者が発明又は実用新案の専利を外国で初めて出願した日から カ月

以内に、あるいは意匠を外国で初めて出願した日から カ月以内に、中国で再び同様の

主題について専利を出願する場合、当該外国と中国が締結した約定又は共に締結した国

際条約に基づき、あるいは相互に優先権を認めることを原則とし、優先権を受けること

ができる。

出願者が発明又は実用新案を中国で初めて専利出願した日から カ月以内に、国務院専

利行政部門に同様の主題について専利を出願する場合、優先権を受けることができる。

第三十条 出願者が優先権を主張する場合、出願時に書面で声明を出し、かつ カ月以
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内に最初に提出した専利出願書類の副本を提出しなければならない。書面で声明を出さ

ない、又は期限を過ぎても専利出願書類の副本を提出しない場合は、優先権を主張して

いないものと見なされる。

第三十一条 一件の発明又は実用新案の専利出願は、一つの発明又は実用新案に限られ

る。

一つの全体的な発明構想の二つ以上の発明又は実用新案は、一件の出願として提出する

ことができる。

一件の意匠出願は、一つの意匠に限られる。同一製品における二つ以上の類似意匠、あ

るいは同一種類でかつセットで販売又は使用する製品の二つ以上の意匠は、一件の出願

として提出することができる。

第三十二条 出願者は、専利権が付与されるまでの間にその専利出願を随時撤回するこ

とができる。

第三十三条 出願者は、その専利出願書類に対して修正を行うことができるが、発明及

び実用新案に対する専利申請書類に対する修正は、元の説明書及び権利要求書に記載し

た範囲を超えてはならず、意匠に対する専利出願書類の修正は、元の画像又は写真で表

示した範囲を超えてはならない。

第四章 専利出願の審査と認可

第三十四条 国務院専利行政部門は発明特許の出願を受領後、予備審査により本法の要

求に合致していると認めた場合、出願日から満 カ月後に公開する。国務院専利行政部

門は出願者の請求に基づき、その出願を繰り上げて公開することができる。

第三十五条 発明特許出願の出願日から三年間、国務院専利行政部門は出願者が随時提

出する請求に基づき、その出願に対して実体審査を行うことができる。出願者に正当な

理由がなく、期限を過ぎても実体審査を請求しない場合、当該出願は撤回されたものと

見なされる。

国務院専利行政部門は必要と認める場合、自ら発明特許の出願に対して実体審査を行う

ことができる。

第三十六条 発明特許の出願者が実体審査を請求する場合、出願日以前におけるその発

明に関係する参考資料を提出しなければならない。

発明特許について外国で出願済みの場合、国務院専利行政部門は出願者に対し、指定の
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内に最初に提出した専利出願書類の副本を提出しなければならない。書面で声明を出さ

ない、又は期限を過ぎても専利出願書類の副本を提出しない場合は、優先権を主張して

いないものと見なされる。

第三十一条 一件の発明又は実用新案の専利出願は、一つの発明又は実用新案に限られ

る。

一つの全体的な発明構想の二つ以上の発明又は実用新案は、一件の出願として提出する

ことができる。

一件の意匠出願は、一つの意匠に限られる。同一製品における二つ以上の類似意匠、あ

るいは同一種類でかつセットで販売又は使用する製品の二つ以上の意匠は、一件の出願

として提出することができる。

第三十二条 出願者は、専利権が付与されるまでの間にその専利出願を随時撤回するこ

とができる。

第三十三条 出願者は、その専利出願書類に対して修正を行うことができるが、発明及

び実用新案に対する専利申請書類に対する修正は、元の説明書及び権利要求書に記載し

た範囲を超えてはならず、意匠に対する専利出願書類の修正は、元の画像又は写真で表

示した範囲を超えてはならない。

第四章 専利出願の審査と認可

第三十四条 国務院専利行政部門は発明特許の出願を受領後、予備審査により本法の要

求に合致していると認めた場合、出願日から満 カ月後に公開する。国務院専利行政部

門は出願者の請求に基づき、その出願を繰り上げて公開することができる。

第三十五条 発明特許出願の出願日から三年間、国務院専利行政部門は出願者が随時提

出する請求に基づき、その出願に対して実体審査を行うことができる。出願者に正当な

理由がなく、期限を過ぎても実体審査を請求しない場合、当該出願は撤回されたものと

見なされる。

国務院専利行政部門は必要と認める場合、自ら発明特許の出願に対して実体審査を行う

ことができる。

第三十六条 発明特許の出願者が実体審査を請求する場合、出願日以前におけるその発

明に関係する参考資料を提出しなければならない。

発明特許について外国で出願済みの場合、国務院専利行政部門は出願者に対し、指定の
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期間内に当該国がその出願を審査するため検索した資料又は審査結果の資料を提出する

よう要求することができる。正当な理由なく期限を過ぎても提出しない場合、当該出願

は撤回されたものと見なされる。

第三十七条 国務院専利行政部門は発明特許出願に対して実体審査を行った後、本法の

規定に合致していないと認める場合、出願者に通知を行い、指定の期間内に意見を陳述

するか、あるいはその出願を修正するよう要求する。正当な理由なく期限を過ぎても回

答しない場合、当該出願は撤回されたものと見なされる。

第三十八条 発明特許の出願について、出願者が意見陳述又は補正を行った後、国務院

専利行政部門が依然として本法の規定に合致しないと認める場合はこれを却下する。

第三十九条 発明特許の出願に対して実体審査を行い、これを却下する理由が存在しな

い場合は国務院専利行政部門が発明特許権を付与する決定を下し、発明特許証書を交付

する。

同時に登記して公告し、発明特許権は公告日から有効となる。

第四十条 実用新案及び意匠の専利出願に対して予備審査を行い、これを却下する理由

が存在しない場合、国務院専利行政部門が実用新案権又は意匠権を付与する決定を下し、

相応する専利証書を交付する。同時に登記して公告し、実用新案権及び意匠権は公告日

から有効となる。

第四十一条 国務院専利行政部門は専利再審委員会を設置する。専利出願者は国務院専

利行政部門の出願却下の決定に対して不服である場合、通知を受領した日から カ月以

内に、専利再審委員会に再審を請求することができる。専利再審査委員会は再審後に決

定を下し、かつ専利出願者に通知する。

専利出願者は専利再審査委員会の再審決定に対して不服である場合、通知を受領した日

から カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。

第五章 専利権の存続期間、消滅、無効

第四十二条 発明特許権の期限は 年とし、実用新案権と意匠権の期限は 年とする。

ともに出願日から起算する。

第四十三条 専利権者は専利権を付与された年から年費を納付する。

第四十四条 以下の状況のいずれかに該当する場合、専利権は期限満了前に消滅するも

のとする。

281

　　　　



292 
 

（一）規定に基づき年費を納付していない場合。

（二）専利権者が書面での声明をもって、その専利権を放棄した場合。

専利権が期限満了以前に消滅した場合、国務院専利行政部門が登記及び公告を行う。

第四十五条 国務院専利行政部門が専利権付与を公告した日から、いかなる部門又は個

人が、当該専利権の付与が本法の関連規定に合致していないと認めた場合は専利再審委

員会に当該専利権の無効を宣告するよう請求することができる。

第四十六条 専利再審委員会は専利権無効の宣告請求に対し、適時審査及び決定を行い、

かつ請求者及び専利権者に通知する。専利権の無効宣告が決定された場合、国務院専利

行政部門が登記及び公告を行う。

専利再審委員会の専利権無効宣告又は専利権維持の決定に対して不服である場合、通知

を受領した日から カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。人民法院は無

効宣告請求手続きを行った相手方当事者に、第三者として訴訟に参加するよう通知する。

第四十七条 無効宣告された専利権は初めから存在しなかったものと見なされる。

専利権無効宣告の決定は、専利権無効宣告の前に人民法院が下し、かつ既に執行された

専利権侵害の判決及び調停書、既に履行又は強制執行された専利権侵害紛争の処理決定、

及び既に履行された専利実施許諾契約又は専利譲渡契約に対して、遡及力を持たないも

のとする。但し、専利権者の悪意により他者に損失をもたらした場合は、賠償しなけれ

ばならない。

前款の規定に従い、専利権侵害の賠償金、専利使用料、専利権譲渡料を返還せず、公平

の原則に明らかに違反している場合は全額又は一部を返還しなければならない。

第六章 専利実施の強制許諾

第四十八条 以下のいずれかの状況に該当する場合、国務院専利行政部門は実施条件を

具備した部門又は個人の請求により、発明特許又は実用新案の実施を強制許諾すること

ができる。

（一）専利権者が専利権を付与された日より満三年が経過し、かつ専利出願日より満四

年が経過しても、その専利を正当な理由なく実施しない、あるいは十分に実施しない場

合。

（二）専利権者による専利権の行使行為が法に基づき独占行為であると認定され、当該

行為によってもたらされる競争上の不利な影響を解消するか、又は減少させる場合。
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（一）規定に基づき年費を納付していない場合。

（二）専利権者が書面での声明をもって、その専利権を放棄した場合。

専利権が期限満了以前に消滅した場合、国務院専利行政部門が登記及び公告を行う。

第四十五条 国務院専利行政部門が専利権付与を公告した日から、いかなる部門又は個

人が、当該専利権の付与が本法の関連規定に合致していないと認めた場合は専利再審委

員会に当該専利権の無効を宣告するよう請求することができる。

第四十六条 専利再審委員会は専利権無効の宣告請求に対し、適時審査及び決定を行い、

かつ請求者及び専利権者に通知する。専利権の無効宣告が決定された場合、国務院専利

行政部門が登記及び公告を行う。

専利再審委員会の専利権無効宣告又は専利権維持の決定に対して不服である場合、通知

を受領した日から カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。人民法院は無

効宣告請求手続きを行った相手方当事者に、第三者として訴訟に参加するよう通知する。

第四十七条 無効宣告された専利権は初めから存在しなかったものと見なされる。

専利権無効宣告の決定は、専利権無効宣告の前に人民法院が下し、かつ既に執行された

専利権侵害の判決及び調停書、既に履行又は強制執行された専利権侵害紛争の処理決定、

及び既に履行された専利実施許諾契約又は専利譲渡契約に対して、遡及力を持たないも

のとする。但し、専利権者の悪意により他者に損失をもたらした場合は、賠償しなけれ

ばならない。

前款の規定に従い、専利権侵害の賠償金、専利使用料、専利権譲渡料を返還せず、公平

の原則に明らかに違反している場合は全額又は一部を返還しなければならない。

第六章 専利実施の強制許諾

第四十八条 以下のいずれかの状況に該当する場合、国務院専利行政部門は実施条件を

具備した部門又は個人の請求により、発明特許又は実用新案の実施を強制許諾すること

ができる。

（一）専利権者が専利権を付与された日より満三年が経過し、かつ専利出願日より満四

年が経過しても、その専利を正当な理由なく実施しない、あるいは十分に実施しない場

合。

（二）専利権者による専利権の行使行為が法に基づき独占行為であると認定され、当該

行為によってもたらされる競争上の不利な影響を解消するか、又は減少させる場合。

293 
 

第四十九条 国に緊急事態又は非常事態が発生するか、あるいは公共の利益を目的とす

る場合、国務院専利行政部門は発明特許又は実用新案の実施を強制許諾することができ

る。

第五十条 公共の健康を目的として専利権を取得した薬品について、国務院専利行政部

門はこれを製造し、中華人民共和国が締結した関連の国際条約の規定に合致する国また

は地域に輸出することを強制許諾することができる。

第五十一条 専利権を取得した発明又は実用新案が、以前に専利権を取得済みの発明、

あるいは実用新案と比べて経済的意義が顕著な重大な技術進歩を有し、その実施が前の

発明又は実用新案の実施に依存している場合、国務院専利行政部門は後の専利権者の申

請に基づき、前の発明又は実用新案の実施を強制許諾することができる。

前款の規定に基づいて実施を強制許諾する状況において、国務院専利行政部門は前の専

利権者の申請に基づき、後の発明又は実用新案の実施にも強制許諾を与えることができ

る。

第五十二条 強制許諾と関連する発明創造が半導体技術である場合、その実施は公共利

益の目的と本法第四十八条第（二）項が規定する状況に限る。

第五十三条 本法第四十八条第（二）項と第五十条の規定に基づいて強制許諾を行う状

況を除き、強制許諾の実施は主に国内市場への供給を目的とする。

第五十四条 本法第四十八条第（一）項と第五十一条の規定に基づいて強制許諾を申請

する部門または個人は、専利権者に対して合理的な条件によってその専利の実施を請求

し、かつ合理的な期間内に許諾を得ることができなかったことを証明するため、証拠を

提出しなければならない。

第五十五条 国務院専利行政部門は、その強制実施許諾の決定について専利権者に適時

通知し、かつ登記と公告を行わなければならない。

強制実施許諾の決定は、強制許諾の理由に基づき、実施する範囲及び期間を定める。強

制許諾の理由が消滅し、かつ再び発生していない場合、国務院専利行政部門は、専利権

者の請求に基づき、審査を経た後で強制実施許諾を中止することを決定する。

第五十六条 強制実施許諾を取得した部門又は個人は、独占的な実施権を持たず、かつ

他者に実施を許諾する権利を有しない。

第五十七条 強制実施許諾を取得した部門又は個人は、専利権者に合理的な使用料を支
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払うか、あるいは中華人民共和国が締結した関連の国際条約の規定に基づいて、使用料

に関わる問題を処理する。使用料を支払う場合、その金額は双方が協議する。双方が合

意することができない場合は国務院専利行政部門が裁定する。

第五十八条 専利権者が国務院専利行政部門の強制実施許諾に関する決定に対し不服

である場合、及び専利権者と強制実施許諾を取得した部門及び個人が、国務院専利行政

部門の強制実施許諾に関する使用料の裁定に不服である場合、通知を受領した日から

カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。

第七章 専利権の保護

第五十九条 発明又は実用新案の専利権の保護範囲は、その権利要求の内容を基準とし、

説明書及び付属図面は権利要求の解釈に用いることができる。

意匠権の保護範囲は、図面又は写真が示す当該製品の意匠を基準とし、簡単な説明は、

図面又は写真が示す当該製品に意匠の解釈に用いることができる。

第六十条 専利権者の許諾を受けずにその専利を実施する、即ちその専利権を侵害し、

紛争を引き起こした場合、当事者が協議により解決する。協議を望まない場合又は合意

することができなかった場合、専利権者又は利害関係者は人民法院に訴訟を提起するこ

とができ、また専利事務管理部門に処理を求めることもできる。専利事務管理部門が処

理する状況においては、権利侵害行為が成立すると認められた場合、権利侵害者に権利

侵害行為を即時に停止するよう命ずることができる。当事者が不服の場合、処理通知を

受領した日から 日以内に、「中華人民共和国行政訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟

を提起することができる。権利侵害者が期限を過ぎても訴訟を提起せず、権利侵害行為

も停止しない場合、専利事務管理部門は人民法院に強制執行を申請することができる。

処理を行う専利事務管理部門は、当事者の請求に基づき、専利権侵害の賠償金額につい

て調停を行うことができ、調停が成立しなかった場合、当事者は、「中華人民共和国民

事訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟を提起することができる。

第六十一条 専利権利侵害を巡る紛争が新製品製造方法の発明特許に関連する場合、同

様の製品を製造する部門又は個人はその製品の製造方法が専利の方法と違うことを証明

する証拠を提出しなければならない。

専利権利侵害を巡る紛争が実用新案又は意匠に関連する場合、人民法院又は専利事務管

理部門は専利権者又は利害関係者に対し、専利権侵害を巡る紛争を審議し、処理するた
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払うか、あるいは中華人民共和国が締結した関連の国際条約の規定に基づいて、使用料

に関わる問題を処理する。使用料を支払う場合、その金額は双方が協議する。双方が合

意することができない場合は国務院専利行政部門が裁定する。

第五十八条 専利権者が国務院専利行政部門の強制実施許諾に関する決定に対し不服

である場合、及び専利権者と強制実施許諾を取得した部門及び個人が、国務院専利行政

部門の強制実施許諾に関する使用料の裁定に不服である場合、通知を受領した日から

カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。

第七章 専利権の保護

第五十九条 発明又は実用新案の専利権の保護範囲は、その権利要求の内容を基準とし、

説明書及び付属図面は権利要求の解釈に用いることができる。

意匠権の保護範囲は、図面又は写真が示す当該製品の意匠を基準とし、簡単な説明は、

図面又は写真が示す当該製品に意匠の解釈に用いることができる。

第六十条 専利権者の許諾を受けずにその専利を実施する、即ちその専利権を侵害し、

紛争を引き起こした場合、当事者が協議により解決する。協議を望まない場合又は合意

することができなかった場合、専利権者又は利害関係者は人民法院に訴訟を提起するこ

とができ、また専利事務管理部門に処理を求めることもできる。専利事務管理部門が処

理する状況においては、権利侵害行為が成立すると認められた場合、権利侵害者に権利

侵害行為を即時に停止するよう命ずることができる。当事者が不服の場合、処理通知を

受領した日から 日以内に、「中華人民共和国行政訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟

を提起することができる。権利侵害者が期限を過ぎても訴訟を提起せず、権利侵害行為

も停止しない場合、専利事務管理部門は人民法院に強制執行を申請することができる。

処理を行う専利事務管理部門は、当事者の請求に基づき、専利権侵害の賠償金額につい

て調停を行うことができ、調停が成立しなかった場合、当事者は、「中華人民共和国民

事訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟を提起することができる。

第六十一条 専利権利侵害を巡る紛争が新製品製造方法の発明特許に関連する場合、同

様の製品を製造する部門又は個人はその製品の製造方法が専利の方法と違うことを証明

する証拠を提出しなければならない。

専利権利侵害を巡る紛争が実用新案又は意匠に関連する場合、人民法院又は専利事務管

理部門は専利権者又は利害関係者に対し、専利権侵害を巡る紛争を審議し、処理するた
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めの証拠として、国務院専利行政部門が関連の実用新案又は意匠について検索と分析、

評価を行ってから作成した評価報告を提出するよう要求することができる。

第六十二条 専利侵権紛争において、権利侵害者として告訴された者が、その実施する

技術又は設計が既存技術、あるいは既存設計に属することを証明する証拠を有している

場合、専利権侵害を構成しないものとする。

第六十三条 専利を偽称した場合、法に基づき民事責任を負うほか、専利事務管理部門

が是正を命じ、これを公告するとともに、違法所得を没収し、違法所得の 倍以下の罰

金を併科すことができる。違法所得がない場合は 万元以下の罰金を科すことができる。

犯罪を構成する場合は法に基づき刑事責任を追及する。

第六十四条 専利事務管理部門は、その取得した証拠に基づいて専利偽称被疑行為を取

り締まる場合、全ての関連当事者を尋問し、違法被疑行為と関連する状況を調査するこ

とができる。当事者の違法被疑行為の場所に対して現場検査を実施し、違法被疑行為と

関連する契約や領収書、帳簿及びその他関連資料を閲覧・複製することができる。また、

違法被疑行為と関連する製品を検査し、専利製品の偽称製品であることを証明する証拠

があった場合は封鎖するか、又は差し押さえることができる。

専利事務管理部門が法に基づき前項既定の職権を行使する場合、当事者はこれに協力し、

幇助を提供しなければならない。拒否したり、妨害したりしてはならない。

第六十五条 専利権侵害の賠償金額は、権利者が権利侵害によって被った実際の損失に

応じて確定する。実際の損失を確定することが困難である場合、権利侵害者が権利侵害

によって取得した利益によって確定することができる。権利者の損失又は権利侵害者が

取得した利益を確定することが困難である場合、当該専利の使用許諾料の倍数に応じて

確定する。

賠償金額には、権利者が権利侵害行為を制止するために支払った合理的な支出も含むも

のとする。

権利者の損失、権利侵害者の取得した利益、専利使用許諾料を確定することがいずれも

困難である場合、人民法院は専利権の種類、権利侵害行為の性質及び情状等の要素に基

づき、 万元以上 万元以下の賠償を認定することができる。

第六十六条 専利権者又は利害関係者が、他者が権利侵害行為を行っている又はまさに

行おうとしていることを証明する証拠を有しており、即座に制止しなければ、その合法
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的権益が補填不能な損害を被る恐れがある場合、訴訟を提起する前に人民法院に関連行

為の停止と財産の保全措置命令を採るよう要請することができる。

要請者は要請時に担保を提供しなければならない。担保を提供しない場合は要請を却下

する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。特殊な状況によりこれを延長す

る必要がある場合は 時間延長することができる。関連行為の停止を命令する裁定を行

った場合は即座にこれを執行する。当事者が裁定に対して不服である場合は一度、再審

を要請することができる。再審期間中は裁定の執行を停止しない。

要請者が、人民法院が関連行為の停止を命令する措置を講じた日から 日以内に起訴し

ない場合、人民法院は当該措置を解除する。

要請に誤りがあった場合、要請者は、関連行為の停止によって被要請者が被った損失を

賠償しなければならない。

第六十七条 専利権侵害行為を制止するため、証拠が消滅する可能性ある又は今後は取

得困難である状況において、専利権者又は利害関係者は起訴前に人民法院に証拠の保全

を要請できる。

人民法院は保全措置を講じる場合、要請者に担保の提供を命令することができる。要請

者が担保を提供しない場合は要請を却下する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。保全措置を講じる裁定を行った

場合は即座にこれを執行する。

要請者が、人民法院が証拠保全措置を講じた日から 日以内に起訴しない場合、人民法

院はその執行を解除する。

第六十八条 専利権侵害の訴訟時効は 年とし、専利権者又は利害関係者が権利侵害行

為を知った日又は知り得る日より起算するものとする。

発明特許の出願公開から専利権付与までの間に当該発明を使用し、かつ適当額の使用料

を支払っていない場合、専利権者が使用料の支払いを要求する訴訟時効は 年とする専

利権者は他者がその発明を使用していることを知った日又は知り得る日より起算する。

但し、専利権者が専利付与日以前に知った場合又は知り得る場合は、専利権付与日より

起算する。

第六十九条 以下の状況のいずれかがある場合は専利権侵害とは見なさない。
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的権益が補填不能な損害を被る恐れがある場合、訴訟を提起する前に人民法院に関連行

為の停止と財産の保全措置命令を採るよう要請することができる。

要請者は要請時に担保を提供しなければならない。担保を提供しない場合は要請を却下

する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。特殊な状況によりこれを延長す

る必要がある場合は 時間延長することができる。関連行為の停止を命令する裁定を行

った場合は即座にこれを執行する。当事者が裁定に対して不服である場合は一度、再審

を要請することができる。再審期間中は裁定の執行を停止しない。

要請者が、人民法院が関連行為の停止を命令する措置を講じた日から 日以内に起訴し

ない場合、人民法院は当該措置を解除する。

要請に誤りがあった場合、要請者は、関連行為の停止によって被要請者が被った損失を

賠償しなければならない。

第六十七条 専利権侵害行為を制止するため、証拠が消滅する可能性ある又は今後は取

得困難である状況において、専利権者又は利害関係者は起訴前に人民法院に証拠の保全

を要請できる。

人民法院は保全措置を講じる場合、要請者に担保の提供を命令することができる。要請

者が担保を提供しない場合は要請を却下する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。保全措置を講じる裁定を行った

場合は即座にこれを執行する。

要請者が、人民法院が証拠保全措置を講じた日から 日以内に起訴しない場合、人民法

院はその執行を解除する。

第六十八条 専利権侵害の訴訟時効は 年とし、専利権者又は利害関係者が権利侵害行

為を知った日又は知り得る日より起算するものとする。

発明特許の出願公開から専利権付与までの間に当該発明を使用し、かつ適当額の使用料

を支払っていない場合、専利権者が使用料の支払いを要求する訴訟時効は 年とする専

利権者は他者がその発明を使用していることを知った日又は知り得る日より起算する。

但し、専利権者が専利付与日以前に知った場合又は知り得る場合は、専利権付与日より

起算する。

第六十九条 以下の状況のいずれかがある場合は専利権侵害とは見なさない。
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（一）専利製品又は専利方法によって直接得られた製品について、専利権者又はその許

諾を取得済みの部門及び個人が販売後、当該製品に対して使用、販売許諾、販売、輸入

を行う場合。

（二）専利出願日以前に同様の製品を製造した場合、又は同様の方法を使用するか、あ

るいは既に製造と使用の必要準備を終えており、かつ元の範囲内だけで引き続き製造、

使用する場合。

（三）臨時に中国の領土、領海、領空を通過する外国の輸送設備が、その所属国と中国

が締結した約定又は共に締結した国際条約に基づき、あるいは互恵の原則に従い、輸送

設備自身の必要のためにその装置と設備において関連専利を使用する場合。

（四）専ら科学研究と実験のために特に関連専利を使用する場合。

（五）行政認可に必要な情報を提供するため、専利医薬品又は専利医療機械を製造、使

用、輸入する場合、及び専らそのために特に専利医薬品又は専利医療機械を製造、輸入

する場合。

第七十条 専利権者の許諾を経ずに製造され、販売されたと認知していない状況におい

て、生産経営を目的として専利権侵害製品を使用したり、販売を許諾したりした場合、

あるいは販売したりした場合、当該製品の合法的な仕入れ元を証明できるものは賠償責

任を負わない。

第七十一条 本法第二十条の規定に違反して外国に専利を出願し、国家秘密を漏洩した

場合、所在部門又は上級主管機関が行政処分を行う。犯罪を構成する場合、法により刑

事責任を追及する。

第七十二条 発明者又は考案者の非職務発明創造の専利出願権及び本法が規定するそ

の他権益を剥奪した場合、所在部門又は上級主管機関が行政処分を行う。

第七十三条 専利事務管理部門は、社会に向けて専利製品を推薦する等の経営活動に関

与してはならない。

専利事務管理部門が前款の規定に違反した場合、その上級機関又は監察機関が是正を命

じ、その影響を排除する。違法収入がある場合は没収する。情状が重い場合、直接責任

を負う主管者及びその他の直接責任者に対し、法に基づき行政処分を行う。

第七十四条 専利管理事務に従事する国家公務員及びその他関連の国家公務員が、職責

を怠り、職権を濫用し、私情にとらわれた不正を行い、犯罪を構成する場合、法に基づ
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き刑事責任を追及する。犯罪を構成しない場合、法に基づき行政処分を行う。

第八章 附則

第七十五条 国務院専利行政部門に専利を出願し、その他手続きを行う者は規定に基づ

き料金を納めなければならない。

第七十六条 本法は 年 月 日より施行する。

中華人民共和国商標法

（ 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 回会議で採択 年

月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 回会議「中華人民共和国商標法」改正

に関する決定により第 回改正 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会

第 回会議「中華人民共和国商標法」改正に関する決定により第 回改正）

第一章 総則

第一条 商標管理を強化し、商標専用権を保護し、生産者及び経営者に商品と役務の品

質を保証させることを促がし、商標の信用を維持し保護することにより、消費者と生産

者及び経営者の利益を保障し、社会主義市場経済の発展を促進することを目的としてこ

の法律を制定する。

第二条 国務院の工商行政管理部門商標局は、全国の商標登録及び管理業務を主管する。

国務院工商行政管理部門は、商標評審委員会を設置し、商標争議に係わる事項の処理に

責任を負う。

第三条 商標局の審査を経て登録された商標を登録商標という。登録商標は、商品商標、

役務商標、団体商標、及び証明商標とからなる。商標登録権者は商標専用権を享有し、

この法律の保護を受ける。

この法律にいう団体商標とは、団体、協会又はその他の組織の名義で登録され、当該組

織の構成員が商業活動の使用に供し、これを使用する者が当該組織の構成員資格を表示

する標章のことを言う。

この法律でいう証明商標とは、監督能力を有する組織の管理下にある特定の商品又は役

務に対して使用するものであって、かつ当該組織以外の事業単位又は個人がその商品又

は役務について使用し、同商品又は役務の原産地、原材料、製造方法、品質又はその他
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